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第一章第一章第一章第一章            はじめにはじめにはじめにはじめに    
  

1.1 1.1 1.1 1.1 研究の背景研究の背景研究の背景研究の背景    
 
 近年、自動車業界のみならず様々な産業内で業界再編の動きが起こっている。合併や買
収による一企業の巨大化が進む一方で、業績不振に悩むメーカーは経営のスリム化を図り
不採算部門からの撤退･売却を進めている。また、特定部門における同業他社との業務提携
など「呉越同舟」も頻繁に行われるようになり、各メーカーは今後の生き残りをかけて他
社との協働による研究開発や製品開発にとりくもうとしている。 
 とりわけ、この傾向は自動車産業に顕著である。90年代以降、欧米の大規模自動車メー
カーによる中小自動車メーカーの合併・買収が急速に進行した。年間の生産台数が 50 万
台前後の自動車メーカーは相次いで他自動車メーカーの傘下に入ることで、自社の製品ラ
インナップの拡充や新車開発の効率化を図り、買収側の自動車メーカーは市場で高い評価
を得ているそれらの自動車メーカーを自社グループ内に取り込むことによる製品ラインナ
ップの拡充を図った。 
 
 しかし、それら大規模自動車メーカーによる中小自動車メーカーの「取り込み」が一段
落すると、「大規模自動車メーカー同士の合併」へと移行した。1998年独ダイムラーベン
ツと米クライスラーが合併し、生産台数で世界第 5位の自動車メーカー「ダイムラークラ
イスラー」となった。翌年 3月には、スウェーデンのボルボが、自社の売上の 40%強を占
めていた乗用車部門を米フォードに売却した。 
 また、高い信頼性と安い価格、その生産方式などで世界的に評価の高かった日本自動車
メーカーも、バブル経済崩壊以降、過剰設備及び人員、市場の停滞に悩まされた。大半の
自動車メーカーは経営不振に陥り、この業界再編の動きに巻き込まれていった。 
 既に外国自動車メーカーと提携関係にあった自動車メーカーは、相手自動車メーカーか
らの資本参加により提携の強化を図った。1999 年 3 月には、当時販売及び生産台数で国
内2位の位置につけていた日産自動車(以下日産)が仏ルノーから36.8%の資本参加を受け、
事実上外資の傘下に入った。翌年 9 月には三菱自動車工業(以下三菱自工)もダイムラーク
ライスラーから 33.6%の資本参加を受け、日産に続いて外資の傘下に入った。 

2002 年現在国内メーカーで外資を受け入れていないのはトヨタグループと本田技研工
業のみとなっている。そのトヨタも、自社グループ内の連携強化を図るため、軽自動車メ
ーカーであるダイハツ工業と商用車メーカーの日野自動車に対して増資を行い、完全子会
社化した。 
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 資本関係の無い自動車メーカー間でも、技術提携や業務提携、製品開発及び生産の共同
化の検討は頻繁に行われるようになっている。 
 トヨタは、米 GMと協働して、米国 NUMMI(*1)で現地生産を行い、燃料電池や次世代
自動車の開発を行っている。独 VW とは、乗用車向けの小型ディーゼルエンジンの共同
R&Dを行っている。昨年 7月には仏PSAグループと 2社合弁によるチェコでの欧州向け
小型車開発及び生産を行うことを決定した。 
独立路線を貫くことを明言しているホンダも、今年から GM 向けに自社製 3.500ccV6
エンジンとATの供給を開始した。欧州でもGMと共同で廃車の回収及びリサイクルを行
うことが予定されている。 
 
 これらのことから言えることは、自動車メーカーは何らかの形で同業他社と連携を取り
ながら行動しているということである。つまり、同業他社間とネットワークを構築し、場
合によってはグループ内に取り組むことで、自社及び同業他社の互いの市場競争力強化を
図ろうとしている。そのため、各自動車メーカーは、今後その国際的な R&D及び他のネ
ットワークを効率よく管理しコントロールするスキルが要求されている(Clark & 
Fujimoto,1991)。 
 
 グループ内自動車メーカーの製品が相互補完的な関係である場合、ブランド毎の差別化
があまり重要視されない分野で両社の製品が重複している場合には、その製品開発チーム
を 1つに統合することが望ましい。例えば、小型トラック部門で 2t未満と 4t未満の 2つ
の車種が存在し、前者はA社が担当、後者はB社と製品開発が分担されている状況では(図

1-1)、1 車種でその 2
車種の製品分野をカバ
ーできるバリエーショ
ンを持った小型トラッ
クを開発することで、
プラットフォームや構
成部品の共通化を図る
ことが可能となる(製
品開発体制の一元化)。 
 

1 車種で両社のユー
ザーニーズや製品ライ
ンアップを満たすため
には、両社が共同でそ

B社社社社A社社社社

2t以上4t未満
小型トラック

2t未満
小型トラック

法人ユーザー

(運送会社など)
個人ユーザー

(自営業)
製品が対象とする

ユーザー層

自社内で製品開発
及び生産

B社からOEM供給
(別車種名で販売)

A社からOEM供給
(別車種名で販売)

自社内で製品開発
及び生産

車
種

グループ内自動車メーカーグループ内自動車メーカーグループ内自動車メーカーグループ内自動車メーカー

［［［［図図図図1-1:二社間の製品開発分担とユーザー層の違い］二社間の製品開発分担とユーザー層の違い］二社間の製品開発分担とユーザー層の違い］二社間の製品開発分担とユーザー層の違い］
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の車種開発に取り組むことが必要である。また、その共同開発を通じて、両社がそれぞれ
持っているノウハウが相互交換され共有されることで、相乗効果が生み出されることも考
えられる。 

 
しかし、一社の製品開発においても様々なタスクが存在し、その調整は複雑なものであ
ることを考えると、ユーザー層の異なる自動車メーカーが協働する場合、タスク間の調整
はより複雑になり両社のニーズに応えた製品の開発は一社単独の製品開発より困難になる
と思われる。 

1994 年ドイツの高級車メーカーである BMWは自社の規模拡大戦略の一環として英国
の大衆車メーカーであるローバーグループを買収し、自社グループ内での製品ラインナッ
プ拡充並びに生産台数の増加を目論んだ。しかし、高級車と大衆車のユーザー層の違いは、
2 社のプラットフォーム及び構成部品の共通化を困難にした。また、ローバー社内の企業
内改革が予想以上に進行せず、ローバーへの企業負担がBMWの経営を圧迫したことも原
因となり、2000年にはローバーグループを解体し、再度他社に売却している(*2)。 
このように、高級車と大衆車という一見相互補完的で理想的な関係に見えるものでも、
両社が共同で製品開発を行うことはきわめて難しいものといえよう。 
  
 だが、近年の環境汚染や交通事故の増加など自動車が関係している社会的問題は、一自
動車メーカーだけで対応し解決できるものではない。燃料電池等の先進技術の開発は自動
車メーカーにとって多大な負担を強いることから、R&D コストの分担や先進技術の早期
実用化に向け、他の自動車メーカーと連携して製品及び技術の研究開発を行うことを余儀
なくされている。また、環境技術や安全技術の開発はそれを搭載する車種の製品開発コス
トを必然的に上昇させ、その開発コストを単純に製品に上乗せすることは他メーカーとの
価格競争においてハンディとなる。製品価格の上昇を最小限に抑えながら、開発コストを
早期に回収するには、そのプラットフォームや多数の構成部品、先進技術を自社内及びグ
ループ内の車種で共有する必要がある。 
 同時に製品開発の無駄な重複を減らし、グループ内の自動車メーカーが得意とする技術
を相互に移転し、それぞれのメーカーの役割を再定義することは、グループ経営の効率化
に大きく寄与すると考えられる。 
 

1.2 本論文の目的と意義本論文の目的と意義本論文の目的と意義本論文の目的と意義 
  
本論文の目的は、二社間における製品開発プロセスを明らかにし、協働を成功させるため
に求められるモノを明らかにすることであり、今後の企業間協働に対する提言を行うこと
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である。 
 これまでにも、二社間協働に対する研究は幅広く行われてきた。Kogut(1988)は、二社
間協働を上手く行うためには「互いの信頼とコミュニケーション」を挙げているが、それ
だけで 2社間協働を説明することは難しい。 
また、協働を行う二社がどのような特徴及び主力製品を持っていて、どこで衝突し、共
同開発した製品内に二社のノウハウがどう活かされたのかについて説明するには、互いの
主力製品の性格と対象とする市場を考慮する必要がある。本論文では二社の違いを製品の
性格、つまり「財の性格」から見ることとし、生産財メーカーと消費財メーカーの協働事
例を取り上げることとした。 

 
本論文の意義は、「合弁企業を介しない二社間協働事例を分析すること」である。近年
の二社間協働やグループ内協働は合弁などの別会社を介さない協働であることが多いが、
これまでの二社間協働を取り上げた論文のほとんどは合弁会社における二社間協働である。
別会社を介さない二社間協働の事例を分析することで、今後の二社間協働の研究に対して、
何らかのかたちで貢献できるものと考える。 
 

1.3 この論文で取り上げる事例この論文で取り上げる事例この論文で取り上げる事例この論文で取り上げる事例 
  
本論文では、日野自動車の小型トラック「日野･デュトロ」及びトヨタ自動車の同系車種「ト
ヨタ･ダイナ/トヨエース」の開発事例を取り上げる。 

この事例を取り上げ
た第一の理由は、この
2 車種は、日野とトヨ
タの二社共同で開発さ
れた車種であることで
ある。同じグループ内
のダイハツ工業にも
「ダイハツ･デルタ」と
してOEM供給されて
いる。1999 年 5 月に
両社から販売が開始さ
れてから、好評をもっ
て市場に迎えられ、国
内全体の小型トラック

1 4 6 0 0 0

1 1 1 0 0 0 1 0 9 0 0 0
1 0 1 0 0 0

0

2 0 0 0 0

4 0 0 0 0

6 0 0 0 0

8 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0

1 2 0 0 0 0

1 4 0 0 0 0

1 6 0 0 0 0

1 9 9 7 1 9 9 8 1 9 9 9 2 0 0 0

年 度

日 野 い す ゞ 三 菱

ト ヨ タ 日 野 + ト ヨ タ 総 販 売 台 数

販
売
台
数

[図図図図1-2:国内小型トラック総販売台数国内小型トラック総販売台数国内小型トラック総販売台数国内小型トラック総販売台数]
(出典)HINO FACTBOOK 2000
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販売台数が減少する中で(図 1-2)、市場販売シェア及び販売台数を着々と伸ばしている。特
に、日野の市場シェアの上昇が著しいことから(図 1-3)、この共同製品開発は成功裡に推移
していると考えられる。 
 第二の理由は、生産財であるトラックの事例であることである。これまで乗用車を始め

とする消費財について
は幅広く研究されてき
たが、生産財について
の研究事例は少ない。
同じ自動車でありなが
ら、これまであまり注
目されてこなかったト
ラックの開発プロセス
に注目することは、今
後の自動車に関する研
究に有用であると考え
られる。 
 調査方法としては、
インタビュー調査及び

内部資料、外部資料を活用した。 
 

1.4 1.4 1.4 1.4 論文の構成論文の構成論文の構成論文の構成    
  
本論文は全 5章で構成されている。 
 次の第 2 章では、二社間協働に関する論文を中心とした文献レビューと、「自動車にお
ける『生産財』と『消費財』の違い」について述べる。 
 第 3章では、インタビュー調査や入手した各種資料をもとに事例を述べる。 
 第 4章では、第 2章と第 3章を中心として分析を行う。(4.1)では高井(2001)が述べてい
た「戦略的方向の非対称性」からこの事例を分析し、(4.2)では「二社間調整」を中心にこ
の 2社間共同製品開発がどう行われたのかを分析する。 
 第 5 章では、これまでの章から得た知見と分析結果を元に、「この事例が成功した理由
の説明」と「今後の 2社間協働に対する方法の提示」を行い、今後の課題について述べる
こととする。 

[図図図図1-3:国内小型トラック市場シェア国内小型トラック市場シェア国内小型トラック市場シェア国内小型トラック市場シェア]
(出典)HINO FACTBOOK 2000
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第第第第 2222章章章章    既存研究のレビュー既存研究のレビュー既存研究のレビュー既存研究のレビュー    
 
自動車業界に対する研究は数多く存在し、その対象分野や分析手法も多岐に渡っている。
そのため、それらの論文を全てレビューするためにはかなりの時間を必要とする。 
また、企業間協働に関する研究も上記の自動車業界と同様に、その全てをレビューする
ことはかなりの時間を必要とし、この研究においてすべてを考慮することは不可能である。 
そこで、本論文において既存研究のレビューをおこなう分野を図 2-1のように整理した。 

二社間協働に
関する研究

自動車業界に
関する研究

自動車業界
内の二社間
協働に関する

研究

どちらも数多く存在し
その対象分野及び分析
手法もかなりの数が存在

二社間協働に
よる新規車種
(製品)の開発

及び生産

*二社協働による製品開

発に絞り込む
*これまで研究されてき

たものや、社史などで公
表されたもの

絞り込み

[図図図図2-1:研究分野及び対象の絞込み研究分野及び対象の絞込み研究分野及び対象の絞込み研究分野及び対象の絞込み]

*協働のパターンと分類
*協働内の内部調整

*協働を成功させるために

必要なものは何か？

 
 よって、以下のことを中心に既存文献のレビューを行う 
 
I. 自動車業界の協働パターンとその事例 
II. 二社間協働内の二社間調整 
III. 二社間協働を成功させるために必要なことは何か 
 
 また、本論文で取り上げる事例は小型トラックの開発事例であることも考慮しなければ
ならない。確かに、自動車の製品開発に関する論文は多々存在するが、大半は乗用車の事
例である。主として個人ユーザーが購入し使用する乗用車と企業や官公庁が購入し使用す
る商用車は、それらの製品の性格や対象とする市場も異なっているため、その違いが製品
コンセプトに与える影響についても考慮する必要がある。また、乗用車を中心とする自動
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車業界の再編を取り上げた文献は多々存在するものの、商用車分野での再編を取り上げた
文献は少ない。そのため、以下のことについても既存研究のレビューを行う。 
 
IV. 乗用車と商用車の比較  
V. トラックをとりまく環境 
 

2.1 2.1 2.1 2.1 自動車産業界の協働自動車産業界の協働自動車産業界の協働自動車産業界の協働    
 
石井(2000)によると、自動車産業界の協働パターンは以下の 4つに分けられる。 
  
①①①①    共同開発共同開発共同開発共同開発        

パートナー間の開発機能が相互に強く関わっている提携である。これは、協働タ
スクや連携タスクが多く含まれる製品開発であり、自動車の基幹部品であるプラッ
トフォームを企業間で移転した開発とプラットフォームの企業間移転をせずにパー
トナー双方が商品企画の段階から関与する開発の 2パターンがある。 

②②②②    共同生産共同生産共同生産共同生産    
ある製品を生産する上で、パートナー双方の生産機能が相互に強く関わっている
プロジェクト。一方の企業が単独開発した車種が生産されるケースと、パートナー
間で共同開発された車が生産されるケースがある。 

③③③③    生産委託生産委託生産委託生産委託    
自社ブランドの生産を他社に委託するケース。委託される車は自社で開発した
車種もしくは、生産を担当する会社と共同開発したものであることが多い。ライ
センス生産やKD生産もこれに含まれる 

④④④④    OEMOEMOEMOEM供給供給供給供給    
一方が開発･生産している車種を、他方がその企業のブランドで販売すること。エ
ンジンなどの部品購入も含まれる。 

 
 これらのメリット及びデメリットを考慮して整理すると、図 2-2のように整理される。 
  
 これら協働の主要な目的は、第一に「製品開発及び生産設備のコスト及びリスク削減」
である。一般に、新規のプラットフォーム及び構成部品を使用した新規車種を開発する場
合、その開発費及び生産設備の更新だけでも数百億は必要となる。そのため、一度開発し
たプラットフォームを 1 メーカー内に限らずグループ内外の同サイズの車種に(改良を加
えた上で)転用することが多い(延岡、1996)。また、既存のプラットフォームを使用するこ
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とで、1 車種あたりの開発コスト及び開発期間を短縮することが可能となる。例えば、ベ
ースとなる車種の販売及び生産が伸び悩んでいても、プラットフォーム及び構成部品が共
通化されている別の車種の販売及び生産が好調であれば、結果としてそれらの開発コスト
を早期に回収することができるし、リスクを分散することができる。 
 

*供給先と同一顧客を奪い

あうおそれ

*OEM製品の競争力が低

い場合、供給を受ける側も
共倒れになる可能性大

*生産ライン稼働率と販

売台数の向上

*品揃えにおける製品開

発及び生産設備への投
資の抑制

*一方の企業が開発･生産し、

他社がその製品を購入し自
社ブランドで販売

*互いの不足している製品の

相互補完に用いられる

OEM
供給

④

*十分な供給台数が得られ
なければ、提携が終了

*自社の稼働率がパートナー

の販売実績に左右される

*設備投資コスト及びリ

スクを負担せずに自社
ブランド車を調達可能

*自社の生産ライン稼働

率の向上

*自社が開発した製品の生産

を他社に委託

*自社と共同開発した製品の

生産を、パートナー側に全面
的に委託

委託

生産
③

*1社単独生産に比べて工

場運営のフレキシビリティ
が低い(生産ラインの変更)
*生産分野の技術やノウハ

ウが他社に流出するおそ
れがある。

*1社あたりの設備投資

のコスト及びリスクの削
減。工場稼働率の確保

*パートナーの生産分野

の技術やノウハウの利
用、相互学習

*パートナー双方の車種の生

産工程を共有した生産

(一部の工程の共有と生産工
程全体を共有の2パターン)

共同

生産
②

*企業間調整を伴うため、1
社単独の製品開発に比べ
て、プロセスが複雑になる。

*自社の開発技術やノウハ

ウが流出し、技術的優位を
失うおそれがある

*製品開発に伴う1社あ
たりのコスト及びリスク
の削減

*パートナー間の不足部
分の相互補完と学習

*他方が開発した(開発中の)
プラットフォームを流用する方
法と2社でプラットフォームの
共同開発を行う方法の2つが

存在する

共同

開発
①

デメリットデメリットデメリットデメリットメリットメリットメリットメリットバリエーションバリエーションバリエーションバリエーション協働形式協働形式協働形式協働形式

[図図図図2-2:自動車産業内の協働の分類自動車産業内の協働の分類自動車産業内の協働の分類自動車産業内の協働の分類]
【注】石井(2000)の論文をベースに筆者が加筆･修正  
 

 第二に、製品の開発及び生産を通じた学習効果が挙げられる。 
図 2-2の①から③の場合では、その生産委託及び製品開発に必要な技術が自社から他方
へ移転されることがあるため、他方はその協働を通じて自社の生産技術及びノウハウを吸
収し、他方のメーカーの製品開発及び生産技術の向上に貢献することになる。④の場合、
他方で開発･生産されたものが供給されてくるため、直接的な技術移転は行われることはな
いが、その供給車種を検討し、それから得られたものを自社の製品開発に反映させること
は可能である。 
しかし、これらの協働は自社技術が他方に流出することにもつながり、各種技術を供与
した側の長期的技術優位が低下してしまうおそれがある。また、他方の企業が自社技術を
加工･応用することで今後ライバルへと変化することも考えられることから、二社間協働に
おいては協働する分野と非協働分野を明確に分ける必要がでてくる。 

 
協働のパターンとその企業間の機能的相関は、図 2-3のように表現される。このことか
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ら、④から①の順番で、その企業の関係が密接になってゆくことが分かる。 

機
能
的
連
関
の
強
さ

機
能
的
連
関
の
強
さ

機
能
的
連
関
の
強
さ

機
能
的
連
関
の
強
さ

強い強い強い強い

弱い弱い弱い弱い

開発開発開発開発 生産生産生産生産パートナー間で連関した機能パートナー間で連関した機能パートナー間で連関した機能パートナー間で連関した機能

OEM供給供給供給供給

共同生産共同生産共同生産共同生産共同開発共同開発共同開発共同開発

[図図図図2-3:提携タイプ別の機能的連関のパターン提携タイプ別の機能的連関のパターン提携タイプ別の機能的連関のパターン提携タイプ別の機能的連関のパターン]

【出典】石井(2000)、「自動車産業におけるプロジェクトの分類」

生産委託生産委託生産委託生産委託

 
 図 2-4は、論文及び社史によって公表されている、自動車産業界における二社間協働の
事例の一部である。 

石井(1997)

三菱･カリスマ

(1997～)
ボルボ･40シリーズ
(1997～)

*欧州現地生産へ
の学習(三菱自工)
*小型車部門の立
て直し(ボルボ)

1991～2004

*オランダ政府と
2社の合弁企業に
おける2社製品の
生産

三菱自動車

(日本)
ボルボ

(スウェーデン)

④

本田技研工業社史

ホンダ･レジェンド

(1985-1991)
ローバー･800
(1985-1999)

*欧州現地生産へ
の学習(ホンダ)
*日本メーカーから
の技術及び資本
導入(ローバー)

1981～1994

*技術提携
*資本提携
*ライセンス生産

本田技研工業

(日本)
ローバー

(イギリス)

③

Dymock(1997)
サーブ社公式社史

サーブ･9000
(1985-1995)
ランチア･テーマ

(1984-1994)

*プラットフォーム
及び構成部品の
共同開発

*新製品開発リス
クの分担

1975～1982

*プラットフォーム
及び構成部品の

共同開発

*OEM供給

サーブ

(スウェーデン)
ランチア

(イタリア)

②

宍戸･草野(1988)
*トヨタ･カローラ
*GM･プリズム
(カローラのOEM車)

*米国現地生産へ
の学習(トヨタ)
*日本メーカーから
の技術導入(GM)

1984～
(継続中)

*現地合弁企業
における2社製品
の生産

トヨタ自動車

(日本)
GM
(アメリカ)

①

主要参考文献
具体的な

製品名

協働の主たる
目的

協働期間協働内容
協働

自動車メーカー

[図図図図2-4:自動車メーカーの二社共同製品開発の一部自動車メーカーの二社共同製品開発の一部自動車メーカーの二社共同製品開発の一部自動車メーカーの二社共同製品開発の一部]
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2.2 2.2 2.2 2.2 二社間協働の企業間調整二社間協働の企業間調整二社間協働の企業間調整二社間協働の企業間調整    
 
� 製品開発プロセスの統一製品開発プロセスの統一製品開発プロセスの統一製品開発プロセスの統一    
 二社間協働でもっとも時間を要する箇所は、製品開発プロセスの統一である。 
 とりわけ、日本と他国における製品開発のプロセスが異なっていることは、Clark & 
Fujimoto(1991)の日米自動車メーカーの製品開発プロセス及びリードタイムの比較や、野
中･竹内(1996)及び石井(1997)の日本と欧米のメーカー協働事例の中でも触れられている。 
 
 一般に、欧米のメーカーの製品開発プロセスは「ゲートウェイ･エンジニアリング」(*3)

が多く用いられる。これは、「製品企画‐設計‐開発‐生産」といった各部門を明確に分割
し、一つの工程が終了してから次の工程に引き継がれる方式である。この方式のメリット
は、初期の製品企画段階の構想が変化しにくいことや各工程の分割によるそれぞれの仕事
を明確にできることが挙げられるが、デメリットとして反対に各部門の連携が取りづらい
ことや最終的に製品開発のリードタイムが長くなってしまうことが挙げられる。 
反対に、日本メーカーの大半の製品開発プロセスは「コンカレント･エンジニアリング」

(*4)が広く用いられている。これは、上記の各部門が製品開発プロセスの開始と同時にほぼ
並行して各部門が連携を取りながら開発を進めていく方式である。この方式のメリットは、
他工程からの要求が製品企画や設計に反映されやすいことと製品開発のリードタイムが短
縮できることであるが、デメリットとしては初期の製品コンセプトが他工程の要求によっ
て変更を余儀なくされることが挙げられる(*5)。 
 
 80年代以降、海外でも日本の製品開発プロセス及びその生産技術に注目が集まり、海外
の企業は次々と日本型製品開発プロセス及び生産技術を導入しようとした。図 2-4の日本
自動車メーカーと海外自動車メーカーの技術提携及び共同開発も、その協働を通じて海外
側にそれらを学習し自社に導入させることが主たる目的であった(*6)。近年では、青島
(1997)の事例のように、日本型製品開発プロセスをベースとした「欧米型コンカレント･
エンジニアリング」も生まれている。 
野中･竹内(1996)や石井(1997)の事例では、日本側の製品開発プロセス及び生産方式を導
入している。言い換えれば、海外のメーカーは製品開発プロセスにおいて、自社方式でな
く日本型のプロセスを採用して、二社間の製品開発プロセスを統一したということである。 

 
� 製品に対する要求の統一製品に対する要求の統一製品に対する要求の統一製品に対する要求の統一    
 二社協働によって開発･生産された製品は、大半の場合それぞれの販売網で販売される。 
そのため、協働によって生み出された製品はそれぞれのユーザー及び市場の要求を満た
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す製品でなくてはならない。また、それぞれの生産ラインで製造される場合、その生産ラ
イン及び設備の違いを設計段階から考慮する必要がある。 

 
野中･竹内(1996)の事例では、キャタピラー側は設計図面及び生産指示書の世界統一化を
図ろうとしたが、新三菱側は予定されている生産拠点の設備及び生産ラインが異なってい
ることを考慮し、生産指示書に関しては工場毎に設定する方針を採用する形を取った。製
品バリエーションに関しても、日米の市場で要求される仕様が異なっていることから、設
計初期段階から製品にフレキシビリティを持たせ、アーム及びパケット、フロントといっ
た部分をユーザーが選択できるようにした。その結果、「ユーザーの要求に応じたバリエー
ションの設定」はこの製品のセールスポイントとなった。このように、一般的な協働では
「1つの製品に二社の製品要求をできるだけ詰め込む」ことが要求される。 

 
しかし、乗用車メーカー間での協働は、「ブランド間の差別化を維持しつつ、コスト削
減を実現するためにプラットフォーム及び各種部品の共通化が図られること」が前提条件
となる(延岡、1996)。つまり、各メーカー間で協働する分野と協働しない分野が存在して
いるということである。 

 
 高級車メーカーが量産車メーカーと協働する場合、前者は後者のプラットフォーム及び
構成部品を用いて「前者のユーザー及び市場が要求する水準を満たす新規車種」を開発し
なければならないし、その生産及び開発のプロセスも量産車メーカーのプロセスに合致さ
せる必要がある(Clark & Fujimoto、1991)(*7)。 
もし、協働して開発した製品が、A社とB社の間で何も変わらないものであれば、A社
を支持するユーザーはその製品にあまり関心を示さなくなり、B社を支持するユーザーも
同様に関心を示さなくなる。そのため、両社は「共通化するところは共通化するが、セッ
ティングや内外装については各自に開発する」ことになり、結果として「共通化した割に
は、一社あたりの製品開発コスト及び生産コストは下がらない」弊害を招くことがある(延
岡、1996)。 
 

2.3 2.3 2.3 2.3 二社間協働を成功させる為に必要な要素とは二社間協働を成功させる為に必要な要素とは二社間協働を成功させる為に必要な要素とは二社間協働を成功させる為に必要な要素とは    
 
� 互いの戦略的非対称性互いの戦略的非対称性互いの戦略的非対称性互いの戦略的非対称性    
 高井(2001)は、東レとデュポンの合弁企業である「東レ･デュポン」の事例を基に「戦略
的方向性やマネジメントレベルの非対称性が、適合関係を生み出す」と述べている。 
もし、パートナー間それぞれの企業の主力製品及び市場があまりにも近似しているもので
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あれば、石井(2000)が指摘したように、「互いの長期的な技術優位性」が他方に流出する危
険がある。他方の企業が、自社との協働によって得た技術及びノウハウを自社内に持ち帰
り、自社と直接競合する製品を市場に投入することで両社間にコンフリクトが発生し、最
終的に二社間協働が解消される場合も考えられるが、「企業の最終的に進む方向性が違えば、
たとえ、一方のパートナーがキャッチアップする分野が出てきても、関係は継続する」こ
とを筆者は強く主張している。 
 
� 両社の頻繁なコミュニケーションと理解両社の頻繁なコミュニケーションと理解両社の頻繁なコミュニケーションと理解両社の頻繁なコミュニケーションと理解 
    これはKogut(1988)をはじめとして様々な論文で述べられている。 
 石井(1997)の事例では、ボルボ側が三菱自工の製品開発プロセス及び生産技術を習得す
るため、同系車種を生産している三菱自工の水島工場をマザー工場とし、そのノウハウを
学ぶために800人のネッドカー社員が水島に赴いて1-2ヶ月ほど研修を受けた。その一方、
三菱自工のネッドカー社駐在員は当時生産していた「ボルボ･V400」の生産ラインの合理
化及び改善を行い、三菱側の生産管理手法をネッドカー社及びボルボ側従業員に普及させ
た。車種設計の段階では、両社が互いに譲らなかった箇所を除いて、部品及びその調達が
共通化することができた。 
 野中･竹内(1996)の事例では、キャタピラー側と新三菱側の 2人の製品開発リーダーは、
互いに十分なコミュニケーションを取るために、机を隣同士に並べたり、長い時間二人で
話し合ったりするだけでなく、互いの家を訪問したり一緒に旅行したりすることで、仕事
だけでなくプライベートな生活でも多くの時間を過ごすようにした。また、両社のエンジ
ニア間においても何度も合同検討会を開き、それぞれの製品要求や生産システムを理解す
ることで、両社の要求を満たせる製品を生み出すことが可能となった。 
 このように、両社の頻繁なコミュニケーションと互いの理解は二社間協働には不可欠で
あるといえよう。 
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2222.4 .4 .4 .4 自動車における「消費財」と「生産財」自動車における「消費財」と「生産財」自動車における「消費財」と「生産財」自動車における「消費財」と「生産財」    
        
    個人で利用される乗用車と物流や公共輸送で利用されるトラック・バスでは、同じ自動
車でも、財として違う性格を持っていると考えられる。また、その性格の違いが製品開発
プロセスにおいても反映されているのではないかと考えられるため、本研究では「生産財」
と「消費財」の 2つの側面から自動車を見ることにする。    
    

2.4.1 「生産財」と「消費財」の定義 
 広辞苑・第五版によると、生産財と消費財の定義は以下の通りである。 
  
� 生産財：生産手段として利用される財。産業財 
� 消費財：個人的欲望の充足のために使用される財 
  
 一般的に、消費財は個人ユーザーによって購入・使用されるものである。例えば、化粧

品や自動車、パーソナ
ルコンピュータ、家電
製品が代表例として挙
げられる。一方、生産
財の主要ユーザーは企
業や官公庁であり、彼
らは生産財を利用して
製品やサービスの提供
を行なう。電力会社は
変圧器や発電機を利用
して電気を生産し、電
線を通じて消費者に供
給される。航空会社は、
航空機を利用して旅客

サービス及び貨物輸送サービスを消費者に提供する。言い換えれば、あるモノの製造過程
で利用され、サービスの提供手段として利用されるのが生産財である。また、それは図 2-5
のように区分されている。 
 
 

消耗的

産業財

部品的

産業財

補助

設備品

主要

設備品

消
費
的
産
業
財

耐
久
的
産
業
財

直
接
的
産
業
財

付帯的産業財

電気、油、

接着テープ、接着剤

製品に投入されることなく、事業
サービス作業等を促進させるも
の。事業用の補充消耗品的色
彩が強い

消
耗
品

鋳物、電線、

集積回路、

操作スイッチ

製品に組み込まれたり、顧客の
仕様に合わせることが多い

部
品

工具、コンベア、

開閉機器、事務機器

継続的に利用されるが、主要設
備品に比べ耐用年数が短く、ま
たある程度標準化されたものが
多い

発電、装変電設備、

ボイラー、原動機、

エレベーター

継続的に利用され、耐用年数
が長く、また大型設備が多く、受
注生産対応が中心

工場・オフィス間接的に使用するもの資

本

財

合成樹脂、鉄鋼

木材

製品等の中に完全に投入され、
購入したままの状態で二次加
工せずに使用するもの

原材料/半製品

典型例基本特徴区分

[図図図図2-5:産業財の基本区分産業財の基本区分産業財の基本区分産業財の基本区分]
(出典:藤井・広田(1998)、「産業財マーケティング」)



 14 

� 「需要の基本特性」からの比較「需要の基本特性」からの比較「需要の基本特性」からの比較「需要の基本特性」からの比較    
    前述したように、消費財のメインユーザーは個人であり、生産財のメインユーザーは企
業や官公庁である。「メインユーザーが異なると、その製品に対する考え方も異なる」とい
う観点から考えると、製品の特性にいくつかの違いが存在していると考えられる。 
 図 2-6は、消費財と生産財における需要の基本特性を示している。「購買動機」では、消
費財が「製品がもたらす心理的・物理的な満足」を目的として購入されるのに対して、生
産財は「既存のサービスの再生産や付加価値創造」を目的に購入される。 
自動車を例に購買の動機を比較すると、消費財として用いられる場合、ユーザーはその
車のデザインや性能、ブランドイメージから製品を選択し、購入する。もちろん、維持費
や信頼性、実用性といった現実的な側面も重要ではあるが、それよりもユーザーの願望や
好みで選択されることが多い。ユーザーが、その使用方法や目的から考えて 4枚ドアのオ

ーソドックスな車種で
十分なケースでも、2
ドアのオープンカーや
7 人乗りのワゴン車を
選ぶことがあるのが、
その好例である。 
 生産財として用いら
れる場合、最低限満た
された実用性と信頼性、
使用用途に合わせた性
能と価格からユーザー
は購入する。タクシー
であれば、「お客様を
2-3 人乗せられるこ
と」「トランクにつめる

荷物の容量が多いこと」「酷使しても頑丈でトラブルフリーであること」が最低条件であり、
この条件を満たす車種であれば、どの車種でも構わない。また、トラックであれば通常運
ぶものに合わせて、車種やその形状が決められる。少量・小サイズの荷物を運ぶのであれ
ば、大型トラックは必要ない。その分自動車税や重量税、高速道路の通行運賃が上がって
しまうからである。 
 「購買行動」においても、消費財は「そのデザインや装備等がユーザーの感性や希望に
合致していること」から購入されるのに対し、生産財は「必要最低限の要件を満たしてい
ながら、かつ安価であること」から購入される。 
 「購買の代理性」では、消費財の購入を決定するのは所有者だけではない。消費財とし

弱強需要の周期性

低い高い(20%客/80%需要カバー)需要の集中度

大多数限定顧客数

こだわりは小さい固定性強い/相互取引供給先との関係

代理購買あり(主婦・子供・男)なし/直接購買購買の代理性

販売側(店頭)顧客側購買(決定)場所

単独多層(技術/生産/購買のプロ
たち)

購買関与者

強低価格弾力性

ニーズ>ウォンツ(好き嫌い)合理的/純経済的購買購買行動(基準)

消費/物理的･心理的満足再生産/付加価値創造購買動機

消費財消費財消費財消費財産業財産業財産業財産業財(生産財生産財生産財生産財)

［図［図［図［図2-6:産業財と消費財の需要の基本特性］産業財と消費財の需要の基本特性］産業財と消費財の需要の基本特性］産業財と消費財の需要の基本特性］
(出典:日本マーケティング研究所「営業力開発」)
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ての自動車について、実際に支払うのが父親（所有者）で、メインユーザーが息子である
場合、その製品を父親が選択・決定し息子に与えることもあれば、息子が選択・決定し父
親が購入することもある。 
生産財では、選択・決定するのは所有者(この場合は企業や官公庁)であり、その購入も
企業計画で決定され、価格も定価販売だけでなく入札等で決定されることが多い。 
 
� 「マーケティング特性」からの比較「マーケティング特性」からの比較「マーケティング特性」からの比較「マーケティング特性」からの比較 
    一般に、生産財の営業は生産財のメインユーザーである製品生産者に対して行なわれ、
営業対象となる範囲は狭い。重電メーカーは、鉄道車両向けに開発・製造した製品を、鉄
道会社及びその研究所、車輌を製造するメーカーに対して営業活動を行なう。 
 製品広告においても、例えば航空機メーカーがユーザーである航空会社の社内報や業界
新聞に出稿することは考えられるが、学生を対象としているファッション誌や漫画雑誌な
どに出稿するとは思われない。 
 消費財の営業は主要ユーザーにはもちろん、時には潜在需要を掘り起こすために特定顧
客層を越えて幅広く行なわれる。例えば、パーソナルコンピュータの広告は、パソコン雑
誌や業界誌に限らず、女性誌や週刊誌、さらに公共交通機関の吊り広告など多岐に渡って
いる。さらに、ターゲットとする顧客に多く読まれている雑誌において、記事とタイアッ
プした形でページが割かれ、期間限定の「特典つき」購入キャンペーンが行なわれること
もある。他にも、ダイレクトメールの送付や広告入りティッシュペーパーを街角で配布す
ることも営業対象となる顧客の範囲の広さを示しているといえよう。 
図 2-7は、生産財と消費財の「マーケティング特性」の違いを示している。 

「価格」特性につい
て、生産財は「必要最
低限の投資でそれ以上
の利益を稼ぐこと」が
重視される。つまり、
生産財ユーザーの基本
的な要求を満たしてい
るだけではなく、その
性能や品質が価格以上
の効果を生産財ユーザ
ーにもたらすものでな
ければならない。例え
ば、工作機械において、
価格が安くてもその分

一般的には不要重要な購買条件アフターサービス

問屋対象/巡回頻度確保個別提案営業/技術セールス営業

マス/消費者/流通顧客重点/情報提供/直接近プロモーション

マス/消費者/流通顧客への短絡経路/直接近流通

安価/意図的高価格設定コスト･パフォーマンス価格

デザイン、見栄えもポイント高品質、高技術商品

統合商品/営業重点施策

マス/より多くの店頭/より広い情報より小さい単位/顧客機能提案性格

消費財産業財(生産財)

[図図図図2-7:産業財と消費財のマーケティング特性］産業財と消費財のマーケティング特性］産業財と消費財のマーケティング特性］産業財と消費財のマーケティング特性］
(出所:日本マーケティング研究所「営業力開発」)
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故障が多ければ「機械が停止している時間」は生産財ユーザーにとって損失である。逆に、
高価で生産財ユーザーの要求よりオーバースペックであれば、その性能を生かしきれない
ので「コストパフォーマンスが悪い」ことになり、これもユーザーにとって損失となる。
この為、ユーザーは生産財の投入に慎重な姿勢をとる。また、生産財メーカーも自社の利
益を確保しながら生産財ユーザーの要求に応えた製品の開発を行い、提案する。 
 消費財は、「ユーザーの潜在的欲求を満たすこと」が重視される。多少高価なものであっ
ても、ユーザーの要求と一致すれば購入されることが多い(多少現実的な側面も考慮される
が)。また、消費財メーカーは消費財ユーザーに対して様々な価格政策を取ることが可能で
ある。高級ブランドのイメージを維持するために高価格政策を取ることもあれば、市場へ
の普及を目指して他社の類似製品より安価に設定することもある。大衆向けの製品を出し
ている消費財メーカーが、自社の市場に対し高価な製品を販売することはないし(あったと
しても別ブランドで販売するであろう)、高級ブランドを持つ消費財メーカーが大衆消費財
メーカーの製品と直接競合するような製品を同じ市場に投入することはない。市場での販
売数で利益を稼ぐ「薄利多売」的な消費財メーカーもあれば、製品 1ケあたりの高い利益
率から収益を稼ぐ消費財メーカーもある。その為、消費財メーカーは様々な製品を市場に
投入し、消費財ユーザーはその中から選択・購入する。 
 また、「アフターサービス」も生産財では重要な要素である。前述した通り、もし機械が
故障すると、「その機械が使用できない時間」は生産財ユーザーにとって損失となる。この
為、生産財メーカーは故障した製品を修理し、それを短時間で業務に復帰させることが求
められる。また、大規模な製品(発電機など)は 1つ 1つが生産財ユーザーの要求に応じて
作られていることが多く、納品した以降も定期的なチェックやメンテナンスが要求される。
また、アフターサービスを通じた生産財ユーザーとの交流から、生産財メーカーはそのユ
ーザーの使用用途に合わせた製品やシステムを提供することが可能になる。消費財でもア
フターサービスは充実しているが、修理から復帰する日数は生産財より長くなることが多
く、大半は機械的寿命が来る前に文化的寿命を迎え、廃棄・売却されてしまう(*8)。 
 

2.4.2 乗用車と商用車の比較 

 主として個人によって購入・利用される乗用車と、物流システムや公共交通機関で利用
されるトラック・バスは、同じ「自動車」に分類される。しかし、ユーザーや使用用途で
考えてみると、乗用車は「消費財」に近く、トラック・バスは「生産財」であるといえる。 
 もちろん、例外も存在する。乗用車でも企業活動内で利用されれば「生産財」となる。
例えば、ファクシミリが市場に登場したとき、それ主として企業間で用いられた。やがて、
各メーカーがファクシミリを送受信する機能を備えた電話器を一般市場に投入し、企業の
みならず一般家庭に普及した。この例は、「生産財」が市場の拡大と共に「消費財」の側面
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を持つようになったことを示している(Bester,1973)。つまり、ユーザーが異なれば「生産
財」にも「消費財」にもなる製品が多いということである。 
 しかし、本研究では「メーカーが開発初期段階で与えた目的」で2つの財を分類してい
る。なぜなら、例外の数が莫大なものとなってしまうからである。 
 
� 製品寿命からみた比較製品寿命からみた比較製品寿命からみた比較製品寿命からみた比較 
    ほとんどの製品は、それに与えられた耐用年数が経過し、消耗してしまうと廃棄される。
自動車も同様に、新車登録時からの年式の経過や走行距離に応じて廃棄・代替されるが、
乗用車と商用車では、その耐久性や寿命が異なっている(図 2-8を参照)。 
日本製の乗用車の大半は、メーカーから 5年及び 10万キロの製品保証(*9)を与えられて
いる。ここ二、三十年の間で、自動車において様々な技術的発展が行なわれた。結果、品
質や性能は飛躍的な進歩を遂げた。最近の車であれば、日常のメンテナンスをきちんとし
ておけば、10年以上乗ることが可能になっている。また、同じ乗用車を利用するタクシー
などは 2年間で 20万キロ以上走行していることから分かるように、中古車を購入する場
合でも、(メンテナンスされた車であれば)昔ほど走行距離に神経質になる必要は無くなっ
た。 

 その反面、製品の多
様化や流行の変化から、
耐用年数より前に製品
が廃棄されることも増
えてきた。消費財であ
る自動車は、基本的に
流行の変化の影響を受
けやすい製品であり、
メーカーは新車効果が
薄れてくると、製品価
値を高めるために小改
良(マイナーチェンジ)
を行い、3-4 年後には
全改良(フルモデルチ

ェンジ)を行なう。その改良によって、メーカーは買い替え需要の促進も図ろうとする。そ
の結果、製品の耐用年数(機械的寿命)が伸びたにも関わらず、製品は流行の移り変わりに
よる文化的寿命を先に迎えてしまうことが多い。 
 一方、生産財であるトラック・バスは、基本的に製品の耐用年数を迎えるまで利用され
る。また、マイナーチェンジは需要の喚起よりも法規制の施行に合わせて行なわれること

[図2-8:車種別の耐久性(走行距離)]

～8万km

10万km～30万km(業務車)

30万km～50万km

80万km～100万km

～150万km

(二輪車)

(乗用車)

(小型トラック)

(普通トラック‐中型)

(普通トラック‐大型)

新車で購入されてから
廃棄されるまでの走行距離
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が多く、フルモデルチェンジの期間は 10-12年と乗用車の 3倍近く開きがある。ユーザー
の買い替えも、排ガス規制への適合や総重量の規制緩和など社会システムの変化に応じた
理由が大半である。また、小型トラックでも乗用車の 3~5倍の耐久性を持っており、大型
トラックになると 150万 kmもの耐久性を持っている。その分、乗用車に比べると高価に
なっている。 
 
� 製品展開に見る比製品展開に見る比製品展開に見る比製品展開に見る比較較較較 
 自動車は、プラットフォームと呼ばれる車台部分と、ボデー、エンジン、トランスミッ
ション、その他の部品によって構成されている。その車台部分をベースに他の部品が据え
付けられ、一台の車が完成する。 
 近年では、開発期間及びコストの低減を図るため、1 メーカー内のみならずグループ企
業間の車種間でも、プラットフォーム及び部品の共通化が図られている。メーカーにとっ
てみれば、一から開発するよりは既存のプラットフォームを流用するか、又は多少改良を
加えて別の車種を作るほうが開発効率は良くなるし、開発期間の短縮にも寄与する。基本
となるプラットフォームの開発には、設計当初から他製品への流用を考慮したフレキシビ
リティを持たせる必要がある。このような開発では、結果として 1車種あたりの開発コス
トを低減するだけでなく、生産ラインにおいても大幅な改良を加えずに、似た構成の車種
であれば 1つのラインで複数の車種を生産することが可能になる。そのことについて、延
岡(1996)は「自動車メーカーは、1 つの車種をベースにして、様々なバリエーションを生
み出している」ことが近年の特徴であり、「その他の派生車種の開発も、基本となる車種の
開発と並行して行なわれ、各製品プロジェクト間でフィードバックされる」だけでなく、
派生車種の開発を含めて「メーカーは 1つの”製品ラインナップ”開発プロジェクト」とし
て捉える「マルチプロジェクト戦略」が行なわれていると述べている。 
 乗用車メーカーは、そのプラットフォームやコンポーネンツを利用して、短期間で流行
に合った製品を市場に投入しようとする。例えば、トヨタは異業種合同プロジェクト「Will」
(*10)において、「リラックス」「クール」というコンセプトに合わせた車種「Vi」「VS」を
それぞれ投入している (Will Vi/VS)。これらは、一見独立した車種のように見えるが、Vi
はヴィッツと基本構成が同じであり、VS はカローラと基本構成を同じくしている。内装
及び外装は違うが、プラットフォームやエンジンなどの基本構成を同じくすることで、開
発期間の短縮とコストの低減、車種バリエーションの展開を図ることができた例である。 
 また、乗用車の 1車種あたりのボデーバリエーションは少ない。一般にボデー形状は派
生車種を含むと 6から 7くらいあるが、大半は別の車種名を与えられているため、純粋な
1車種であれば、ボデー形状は 1つだけである。その中で、装備品やエンジンによってグ
レードが決められている。ユーザーは購入する際、用意されている車体色やグレードを選
び、オプションを選択する。しかし、オプションを除くとユーザーの選択範囲はそう広く
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ない。また、そのオプションも設定の無い車種には装着できないし、Aグレード専用の装
備をBグレードに装着するようにオーダーすることも不可能である。ユーザーは自分の希
望に近い車種とグレードを、ラインアップの中から選択するしかない(予算も考慮しなけれ
ばならないが)。その代わり、同じ排気量やボディサイズ内で、多数の車種がラインナップ
内に用意されている。 
 

 一方、トラック・バ
スはその最大積載量
(乗車人数)に応じて車
種が設定されている。
特にトラックでは、ラ
インナップ内の車種は
少ないものの、ユーザ
ーの使用目的に合わせ
て様々な架装バリエー
ションが存在し、1 車
種内で多種多様なエン
ジンやプラットフォー
ムが用意されている
(図 2-9)。 

 その為、1 車種が持っている製品バリエーションは、キャブとシャーシの組み合わせだ
けで 100以上あり、特別オーダーも含めると 400以上存在する。また、架装に合わせて小
規模の設計変更をすることもあるので、あらゆる用途に合わせた製品を作ることが可能に
なっている。 
 
� 製品の販売における比較製品の販売における比較製品の販売における比較製品の販売における比較    
    消費財の対象ユーザーは一般消費者である。そのため、ユーザーがある製品を購入した
いと思えば、それを作っているメーカーでなく、取り扱いのある販売店に出向いて購入す
る。 
 乗用車の場合、メーカー毎のラインアップ内の製品数は多いものの、1 製品内のバリエ
ーションはそれほど多くない。 
販売方法としては、訪問販売も以前根強いが、大半は店頭販売である。販売店は広いシ
ョールームを持ち、様々なメディアを利用して宣伝を行い、ユーザーが足を運んでくれる
のを待つ。メーカーの販売チャネル毎のラインナップには、様々な車種が揃えてあり、幅
広い年齢層に対応した販売が可能である。人気車種であれば、他社製品との競合も少ない

セミトラクターSH (4x2)

セミトラクターSS (6x4)

フルトラクターFN (6x2)

ポールトラクターFS (6x4)

ショートキャブFR (6x2)

ショートキャブFN (6x2)

ショートキャブFW (8x4)

標準　FS/FQ (6x4)

標準　FN/GN (6x2)

標準　FU/FZ (6x6)

標準　FR/FP (6x2)　

標準　FS/FQ (6x4)

標準　FW (8x4)

[図図図図2-9:大型トラック大型トラック大型トラック大型トラック1車種あたりの車体バリエーションの一部車種あたりの車体バリエーションの一部車種あたりの車体バリエーションの一部車種あたりの車体バリエーションの一部]
(出典)　日野自動車株式会社
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ので、利益を確保できる。マイナーチェンジなどで多少の値上げを行なっても、前モデル
と比べて装備の充実や性能の向上が図られていれば、ユーザーは値上げを受け入れ、購入
する。また、ユーザーは必ずしも製品に精通していなく、販売側の提案が通りやすい環境
にあるといえよう。 

 
 しかし、生産財であるトラックはラインアップ内の車種は 2～3ほどだが、1車種あたり
のバリエーションは膨大である。 
販売方法としては、市場調査を行い、ユーザー元に出向き、ユーザーの使用用途にあっ
た製品提案を行なう「訪問販売」である。ユーザーは、自社の利用状況や運転手の要求を
踏まえ、出来るだけ「少ない投資で最大限の利益をあげる」ことを考える。また、相手は
「物流のプロ」である。その分野のノウハウは販売側より持っていることが多い。例え性
能の大幅な向上が図られていても、その分高価になり、ユーザーが「過剰性能」と判断す
れば、その製品が選択されることはない。そのため、メーカー側からの新規提案よりもユ
ーザー側の要求が通りやすい環境にあり、業界内で決定的な技術優位性やブランドが存在
しない状況では、メーカー間の「値引き競争」も熾烈なものとなる。 
 アフターサービスについては、乗用車の場合何か不具合があったら、ユーザーが販売店
に持ち込むか(自走できない場合)ディーラー側が引き取りに来る。また、オイルエレメン
トやバッテリー等頻繁に交換するもの以外、基本的には在庫を置いていない。販売店は、
その修理状況に応じて部品を注文する。その為、軽整備以外で修理に出すと、最低でも数
日は利用できなくなるが、よほど修理が長引くことがなければ、ユーザーから文句が来る
ことはあまりない。 
 だが生産財の場合、修理で止まっていることは「その期間使用できない」という意味で、
ユーザーは損失と考える。急なトラブルが発生した場合、直ちに修理して業務に復帰させ
る必要がある。その為、ディーラーではほとんどの部品を在庫しているだけでなく、ユー
ザーの元に出向いて(その場で)整備や修理を行なうこともある。また、24時間体制でサー
ビスマンを待機させ、深夜のトラブルにも対応できるようにしている販売店もある。また、
アフターサービスやメンテナンスは販売店の重要な収益源ともなっている 

 

2.4.3 まとめ    

以上、「消費財」と「生産財」の 2 つの財の性格から、乗用車と商用車の比較を行なっ
た(図 2-10 参照)。この性格の違いがそれぞれの製品開発プロセス内(特に製品コンセプト)
でどのように反映されているのであろうか。 
 
 「他社製品の差別化」において、乗用車で重要視されるのは「製品コンセプトの一体感」
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である。もちろん、コストや基本性能においてライバル製品に対抗できるものでなければ
ならないが、量産車メーカーでは「ユーザーのライフスタイル/イメージ/フィーリングに
合わせた全体コンセプト」によって差別化を図ることが可能となる。高級車メーカーにな
ると、確立された機能条件での高性能化によって、製品コンセプトの安定性と一貫性を保
とうとする(Clark & Fujimoto, 1991)。反対に、商用車で重要視されるものは「耐久性」「ラ
ンニングコスト」であり、「多岐に渡る製品バリエーション」である。なぜなら、ユーザー
は「対コスト効果」に対して非常に注意を払っており、必要最低限の投資で利益を稼ぐこ
とを目的としているからである。また、社会システムと物流システムに適合させることは
必須条件である。既存のシステム及び設備と置き換えることが容易にできない場合、製品
価値は減少する。 
 

 また、乗用車のユー
ザーがその製品に対し
て抱くイメージやフィ
ーリングは抽象的なも
のである (Clark & 
Fujimoto, 1991)。メー
カーはそれらの「抽象
的なイメージ」を製品
という形で解釈し、ユ
ーザーに提示する。そ
の解釈の基準も、メー
カーの数だけ存在する。
よって、ユーザーは各
メーカーの製品群から

自分のイメージやフィーリングにあったものを選択・購入することになる。時には、ブラ
ンドイメージを高めるため、通常ラインアップから外れた高性能な車を発売し、メーカー
のフラッグシップとしての役割を与えることもある。 
 そのイメージの解釈を行なうのは、製品担当者、すなわち製品主査によって行なわれる。 
 自動車産業では、Clark & Fujimoto(1991)によると、「他の産業の製品主査と比べて、
極めて強い権限を持っている」ことから、「重量級プロダクト・マネージャー」と呼ばれて
いる。主査は、製品開発プロセスだけでなく、販売後まで含めた製品全体に責任を持つ。
つまり、前述のイメージの解釈はその主査に委ねられる。 
乗用車の場合、その対象が極めて多岐に渡り、ユーザーの要求も抽象的であるため、主
査の解釈が製品コンセプトに強く反映されてくることが多い。だが、生産財である商用車
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[図図図図2-10:乗用車と商用車乗用車と商用車乗用車と商用車乗用車と商用車(トラックトラックトラックトラック)の比較の比較の比較の比較]
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は、対象は乗用車に比べると限定され、ユーザーの要求も具体的なものになってくる。主
査はその要求と社会システムへの適合を製品に盛り込むことに多くの時間を費やすことに
なる。そのため、主査の描いている「開発初期段階の製品イメージ」が実車に反映される
割合は、乗用車と比べると低くなるといえよう。 
 

2.5 2.5 2.5 2.5 トラックを取り巻く環境トラックを取り巻く環境トラックを取り巻く環境トラックを取り巻く環境    
 
� トラック業界の現状トラック業界の現状トラック業界の現状トラック業界の現状    
様々な物流で利用されるトラックは景気の影響を受けやすい生産財であるといえる。普
通トラックでは、バブル期の 90 年に過去最高の販売台数(20 万台)を記録したが、バブル
が崩壊した後、年々販売台数が落ち込んでいる。94年から 96年にかけて、消費税率の引

き上げや平成 10 年
(1998)排ガス規制への
「駆け込み需要」があ
り、一時的に販売台数
は回復した。しかし、
97 年には再び減少傾
向に転じ、98 年には
10 万台を割り込んだ。
バブル期と比べて、約
半分の販売台数となっ
ている(図 2-11)。 
 景気が低迷を続け、
ユーザーである物流業
者間でも合併や買収、

物流の共同化が進行しており、今後も大幅な販売台数の増加は望めないことから、トラッ
クメーカーは 7万台でも生き残れる体制への転換を図ろうとしている。 
 また、全需の低迷は国内トラックメーカー4 社のシェア争いを激しくさせた。三菱自動
車(以下三菱自工)は国内トップシェアを獲得するために、大幅な値引きを行い、日野自動
車もこれに対抗した形で値引き合戦に参入、やがていすゞ自動車や日産ディーゼル工業も
巻き込まれる形で乱売合戦が行なわれた。1台 1.000から 2.000万円のトラックに 100万
から 500万の値引きが行なわれ、販売会社だけでなくメーカーの収益も圧迫した。このた
め、1999年度決算では大型 4社全てが赤字を計上した。 
 このような状況下、積極的に海外展開を図ろうとしている海外メーカーは、国内 4社に
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(出典)自動車工業会、内閣府経済企画庁
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対し業務提携や買収を図った。世界 1位の独ダイムラーベンツ(現ダイムラークライスラー、
以下ダイムラー)は、アジアの生産拠点を築くため、日産ディーゼルの買収を目論んだ。日
産ディーゼル側の負債総額が予想以上に大きかったことから、買収を断念するものの、
2000年に三菱自工を傘下に組み込んだことで当初の目的を達成した。 
 スウェーデンのボルボ(世界 3位)は、乗用車部門の米フォードへの売却、同国スカニア(世
界 4位)の買収(*11)、ルノーのトラック部門の買収に続き、アジアでの戦略パートナーとし
て、オランダ・ネッドカーでの合弁生産や小型トラック「キャンター」の欧州地域での
OEM販売などで交流があった三菱自工を選んだ。1999年 12月に両社は業務提携に合意
し、ボルボは 5%の三菱自工株を取得する。 

 しかし、2000年に三
菱が乗用車部門の不振
から独ダイムラーの資
本参加を受けたことで
話がこじれる。トラッ
ク・バス部門を別会社
化してボルボとの提携
を継続する案もあった
が、最終的にはダイム
ラーと三菱自工がボル
ボの出資分を買い取る
形で 2001年 5月に提
携を解消した。 
 2001 年 12 月現在、

日野以外の 3社は外資を受け入れている。その日野も、以前から関係のあったトヨタ自動
車から増資を受けた。2001年5月にはトヨタの資本参加率が50.1%にまで引き上げられ、
トヨタの完全子会社となっている。 
    
� トラック業界の今後トラック業界の今後トラック業界の今後トラック業界の今後    
    国内経済が停滞しているにも関わらず、乗用車の販売は比較的順調に推移している。そ
れに比べて、トラックは減少傾向が続いており、今後もこの傾向が続くと予想されている。 
国内貨物輸送量においては、輸送トンキロベースで 50%以上のシェアを持っているが

(*12)、物流全体の取扱量は減少傾向にある。また、取扱量の減少はメインユーザーである
物流業者の統廃合や同業他社との共同物流といった動きを促した。トラックの買い替えは、
基本的に排ガス規制や総重量の緩和に合わせて行なわれてきたが、余剰車輌の発生や今後
の排ガス規制の動向が不明確なことから、ユーザーの買い控え傾向が目立っており、各社
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トラック部門
売却(2000年)

(*1)DE:ディーゼルエンジン
(*2)日産ディーゼル工業

5%出資(後解消)

33.6%出資

[図図図図2-12:国内大型国内大型国内大型国内大型4社の現状社の現状社の現状社の現状(2002年年年年1月月月月)]
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の乱売合戦による「需要の先食い」が行なわれたことから考えても、今後数年間は販売台
数の上昇は見込めない状況にある。 

 
 ほとんどのトラックは、ガソリンエンジンより構造上燃焼効率が良く燃費の良いディー
ゼルエンジンを用いている。メリットは軽油の価格が安いこととガソリンエンジンと比較
して(低回転域で)トルクが得られることである。しかし、 2CO と並んで大気汚染や地球温

暖化の原因となるとされている物質である、 xNO  (窒素酸化物)と PM(粒子状物質)の排出

量がガソリンより多い。
環境庁によって排ガス
規制値の段階的な強化
が実施されており(図
2-13 参照)、その排出
量を削減する技術がメ
ーカー側に求められて
いる。 
 また、環境汚染がひ
どい地域では、自治体
による「低公害車制度」
が設けられ、その認定
許可を得た車を購入す
る場合、購入者は所得
税や自動車税の減額等

の優遇を受けられるようになっている。 
 東京都は、2000年 4月以降都内を走行するディーゼル車全てに DPF(ディーゼル･パテ
ィキュレート･フィルター)の義務付け化や他県からのディーゼル車流入を防ぐ「ロードプ
ライジング」政策を打ち出したが、これに連動して政府も今後公用車を EV(電気自動車)
及び低公害車に置き換える方針であり、排ガス規制の強化が前倒しで行なわれる可能性が
ある。 
この場合、規制前の車種を持っている運送業者が都内及び特定地域で業務する場合、そ
の規制に適合した車種に置き換える必要がある。DPFの装着コストも現状では 50万から
60万ほどするため、荷主から相次ぐ運送費の削減を求められている運送業者にとっては大
きな出費であり、中小・零細規模の会社には死活問題である。 
 また、メーカーでも既存のディーゼルエンジンの改良に対する研究・開発が行なわれて
いる。燃料噴射装置の電子制御化及び噴射圧力の高圧化、小排気量ターボチャージャー付

排 ガス 規 制 値 [デ ィー ゼ ル ]の 推 移 (単 位 は g/kwh )

7 .4 0 7 .4 0

2 .2 2

1 .1 1

2 .9 0 2 .9 0

0 .8 7
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2 .00

3 .00

4 .00

5 .00

6 .00

7 .00

8 .00
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ガ

ス
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［図［図［図［図2-13:排ガス規制値の推移］排ガス規制値の推移］排ガス規制値の推移］排ガス規制値の推移］

(出典)東洋信託銀行レポート「再編進むトラックメーカー」より
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エンジンの設定拡大などがある。 
 メーカーは自社のリストラと並行してその分野の研究開発に力を入れている。その研究
開発費の割合は年々増大しているが、乱売合戦によって実質車両価格はかなり下がってお
り、各メーカーは「必要条件を満たしながら、低価格で利益がとれる」車種の開発に取り
組んでいる。 
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第第第第 3333章章章章    事例研究事例研究事例研究事例研究    
 
 この章では、日野自動車とトヨタ自動車の小型トラック開発事例について説明を行う。
説明の順序は以下の通りである。 
 
I. 共同製品開発に至るまでの経緯 
II. 小型トラックの開発 
III. 二社間調整 
  
 なお、Ⅱは新規に共同で開発した箇所についての説明であり、Ⅲは生産に至るまでの間、
開発以外に生じた二社間調整の説明である。 
 

3.1 3.1 3.1 3.1 共同製品開発に至るまでの経緯共同製品開発に至るまでの経緯共同製品開発に至るまでの経緯共同製品開発に至るまでの経緯    
 

3.1.1 日野のトヨタ傘下入り 

 日野とトヨタの関係は、1966年 10月に日野自動車工業及び日野自動車販売が現在のト
ヨタ自動車であるトヨタ自動車工業及びトヨタ自動車販売と業務提携を締結したことから
ことから始まった。 
 当時の国内自動車産業は、対外と比較して技術的にも未成熟であった。乗用車の輸入制
限が解禁も目前に控えていたことから、通産省の主導で業界内の提携・合併が模索されて
いた。1965年には日産自動車が独創的な車作りで名を馳せていたプリンス自動車工業を吸
収合併し、富士重工業と業務提携を行った。また、民生ディーゼル工業(現日産ディーゼル
工業)にも資本参加を行い、小型乗用車からトラック・バスまでカバーする総合自動車メー
カーとしての地位を確立しようとしていた。 
 日野もトヨタも、互いに乗用車と商用車を製造・販売していたが、前者の中心は大型ト
ラックを始めとする商用車であり、後者は小型乗用車であった。特に、日野は仏ルノー公
団との技術提携による「ルノー4CV」を国内でノックダウン生産し、そのRRレイアウト
(*13)を受け継いだ自社開発による小型乗用車「コンテッサ」を製造・販売していたが(図 3-1)、
技術的にも凝ったものであったため、作れば作るほど雪ダルマ式に赤字が増え、利益の大
半をトラック及びバスで稼いでいた状況であった。一方のトヨタは、完全国産技術によっ
て生み出された小型乗用車「クラウン」や生産ラインにおける「かんばん方式」によって、
60年代半ばには当時国内 1位の登録台数を誇っていた日産を抜き去り、乗用車メーカーと
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しての地位を確保して
いた。 
 
 通産省は、同じ主要
取引銀行であるこの二
社に対し、それぞれの
主力製品が異なること
から、合併を勧告する。
しかし、完全な合併は
公正取引委員会の独占
禁止法に該当する恐れ
があったことから、5%
の資本関係を含む業務
提携という形で決着。

これにより、日野は小型乗用車部門から撤退し、商用車専業メーカーとしての道を歩むこ
ととなる。 
 

3.1.2 両社の弱点 

 業務提携以降、日野は普通トラックとバスに注力した。中型トラック「レンジャー」の
成功もあり、1973 年には国内普通トラック部門の販売台数で 1 位となった。また、日野
の高性能ディーゼルエンジンを意味する「赤いエンジン」も市場に定着し、名実共にトラ
ック・バスのトップメーカーとしての地位を築いた。トヨタも、マスキー法を始めとする
厳しい排ガス規制を乗り越え、小型乗用車「マークⅡ」「カローラ」の成功、日本初の電子
燃料噴射装置技術「EFI」の実用化などによって、2 位である日産自動車を大きく引き離
した。 
 しかし、両社の主力製品から外れていた小型トラック部門(*14)では、他社に大きく水を
空けられていた。70年代以降、小型トラック市場では「いすゞ・エルフ」と「三菱・キャ
ンター」の 2 台が市場の 70%を占めており、トヨタの持つ強力な販売網を持ってしても
15%弱のシェアに留まっていた。トヨタから OEM 供給車「レンジャー2」を販売してい
た日野も、普通トラック市場の 30%前後のシェアと比較すると(図 3-2)、5%前後しか確保
できなかった。 
 そのトヨタと日野の小型トラックに対し、ユーザーからいくつか欠点が指摘されていた。
それは「耐久性に劣る」「力がない」「架装バリエーションが少ない」等であった。特に「緑
ナンバー」と呼ばれる運送業者からは、エルフやキャンターと比べて製品の評判は悪かっ

(左)仏ルノー公団のKD生産車
　　「日野ルノー4CV型」

(右)日野・コンテッサ1300

[図図図図3-1:日野が製造した小型乗用車］日野が製造した小型乗用車］日野が製造した小型乗用車］日野が製造した小型乗用車］
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た。そのため、販売店やユーザーからは「もっと売りやすい製品を作ってくれ」「なぜ普通
トラックに強い日野が自社で小型トラックをつくらないのか」等の希望が寄せられていた。 
 

 日野は、4t以下のク
ラスにおいて、中型ト
ラック「レンジャー」
をベースとした 3t 積
「レンジャーFB」「デ
ーキャブレンジャー」
を製造・販売していた
が、中型車をベースと
していたため、小型ト
ラックとしてはオーバ
ースペックであった。
その為、価格も他の小
型トラックと比べて高
価なものとなり、ライ

バル 2社の牙城を崩すことはできなかった。しかし小型トラックに対する需要は依然根強
く、市場登録台数だけでも普通トラックの約 1.3倍の登録がある小型トラック市場の開拓
は、幅広いラインナップを揃える総合トラックメーカーとなるためにも、必要不可欠であ
った。そのため「自社開発による小型トラック」が何度か検討されたものの、実現には至
らなかった。 
 一方、トヨタも手をこまねいていたわけではなかった。自社製品の悪評を払拭するため、
何度も製品の小改良を行った。最も不満の高かったディーゼルエンジンにおいても、13B
以降他社と遜色ないレベルにまで改善されていた。しかし、車体部分ではキャブ以外大幅
な変更を受けることがなく 、1995年2月にフルモデルチェンジ(以下FMC)されるものの、
大半の部品が前モデルからのキャリーオーバーであった。 
 1995 年にトヨタ社長に就任した奥田碩氏(現会長)は、「トヨタが目標としている『国内
でシェア 4割』をしっかり確保するには、商業車やトラックといえども大切なジャンルだ
からないがしろにできない。トヨタのブランドがついているのに、2トントラックは(シェ
アが低く)現状ではとても情けない状態になっている。だから、自分が社長である間にそれ
を何とかしろ」(*15)とトヨタ社内に大号令をかけ、20世紀内に小型トラックを FMCする
ように命じた。その小型トラックは、同年 2月にFMCしたばかりであり、これまでのモ
デルチェンジサイクル(*16)と比べると極めて短期間のうちに再度FMCすることとなった。 

［図［図［図［図3-2:国内普通トラック市場シェア］国内普通トラック市場シェア］国内普通トラック市場シェア］国内普通トラック市場シェア］
(出典)HINO FACTBOOK 2000
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3.1.3 協働の決定 

 1995年 2月、「ダイナ/トヨエース」のFMCを受け、そのOEM供給車「日野・レンジ
ャー2」もFMCされた。同時に、日野からトヨタに 3.5t積「レンジャーFB」のOEM供
給が開始された。これによって、トヨタは 2t前後と 3.5t前後の製品をラインナップする
ことができた。 
 トヨタでは、奥田氏の「国内シェア 40%確保」命令以降、次期小型トラックの開発が急
ピッチで進められた。しかし、トヨタが小型トラックでシェアを確保していたのは「白ナ
ンバー(*17)」市場であり、エルフやキャンターが圧倒的なシェアを確保している「緑ナン
バー」市場では、市場に対するノウハウが不足しており、上記 2社の後塵を喫していた。 
「シェア 40%以上確保」を達成するには、当然どちらの市場もカバーできる製品である
ことが必要となる。そこで、「(製品開発に)日野の力を借りてはどうか？」という提案が持
ち上がり、「自社の要求を取り入れた小型トラックの開発」を求めていた日野も、翌年から
その製品開発プロジェクトに参加することとなった。その中で、製品開発体制と生産体制
について、以下の案が考えられた。 

 
� トヨタが開発・製造し、日野とダイハツに供給する(従来通り) 
� 日野が開発・製造し、トヨタとダイハツに供給する 
 

 しかし、一社だけでの製品開発では両社の要求を満たせるとは限らない。互いに市場シ
ェアを伸ばすためには、乗用車に強く、小型トラックの経験を持つトヨタと大型車に強い
日野の協働体制が望ましいと考えられ、1996年 10月のトップ会談で両社が合意。翌年 1
月から本格的な開発がスタートした。 
 

3.2 3.2 3.2 3.2 小型トラックの開発小型トラックの開発小型トラックの開発小型トラックの開発    
    

3.2.1 製品基準とコンセプトの検討 

 二社共同で小型トラック開発プロジェクトを行うことが決定してから、これまで各社で
行なわれた検討作業やその成果の移管・統合が行なわれた。トヨタ側では、奥田社長(当時)
の大号令以降、次期「ダイナ/トヨエース」の開発が行なわれており、先行試作車まで完成
していたが、日野が中心となって開発を行うことが決定された為、それらの作業結果の引
継ぎがトヨタから日野へ行われた。 
 日野は、それらの引継ぎ作業を進めながら、自社で小型トラックの検討作業を開始した。
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市場やユーザーからの要望の調査を行い、「現在のトラックに求められる要素とは何か」を
踏まえ、トヨタ側の開発チームの意見を参考にしながら、そのコンセプトを煮詰めていっ
た。また、車種名やエンブレム以外の差別化を行なわないことから、できるだけ両社の要
求を満たす必要があった。 

1997年の時点で、小型トラック市場では依然「いすゞ･エルフ」と「三菱･キャンター」
が 70%以上のシェアを確保していた。二社による寡占状態が続いているこの市場において、
それらの製品より製品競争力のあるものを開発しない限り、市場でのシェア維持及び獲得
は不可能である。 
その結果、図 3-3のコンセプトと製品ポイントが設定された 

製品コンセプト
「スマートで使いやすく仕事のできるトラック

(製品ポイント)
①乗用車の快適性
→運転ポジション/乗降性の改善、内装のフルトリム化、
　各種スイッチの操作性向上、室内の静粛性向上

②クラストップの耐久性
→中型トラックと同等のフレーム(6mm厚)、ドアヒンジ及びシート生地の強化
　エンジンの高出力化及び耐久性の向上、各種部品のメンテナンスフリー化

③クラストップの安全性
→全車種ABS及び運転席側SRSエアバッグ標準装備、EGISキャブ

④架装バリエーションの拡大
→幅広い架装パターンとそれに応じた各種補器類の配置設定

⑤環境への配慮
→プラスチック部品へのリサイクルマーキング、リサイクル材の採用
　全車平成10年度排ガス規制適合

[図図図図3-3:小型トラックの製品コンセプト小型トラックの製品コンセプト小型トラックの製品コンセプト小型トラックの製品コンセプト]  
この中でも、前モデルでユーザーの不満が集中していた②と④の改善は必須であったた
め、新規に開発を行なった。②に関しては、サスペンション部のリーフスプリング及び車
体のメインフレームの板厚アップ(4.5mmから 6mmへ)、各部ベアリングサイズの大型化
を行い、普通トラック並みの耐久性を確保した。④では、開発初期段階から架装メーカー
と協議し、市場で幅広く使われている規格を採用することで対応を図った。また、架装に
応じた補器類やフレーム配置など、幅広い架装への対応を想定したバリエーションが用意
された。 
③に関しては、当時国内メーカーで安全への意識が高まっており、各メーカーは自社製
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品の安全思想を PRし、
ABS やエアバッグの標
準装備化が乗用車では急
速に普及した。トヨタは
乗用車で「GOA(*18)」の
PR につとめており、日
野では中・大型トラック
で「CAPS(*19)」をPRし
ていた。ユーザーの安全
に対する意識の向上と、
各社のラインナップ内で
製品思想の一貫性を持た
せるためにも、安全装備
の標準化(一部メーカー

オプション)を図る必要があり、2tクラスで初めて全車種にABSが標準装備された。主な
安全装備は図 3-4の通りである。 
 ⑤に関しては、全車種のエンジンを平成 10 年度(1998)排ガス規制に適合させ、各種機
能部品へのリサイクル材料利用推進が行なわれた。また、頻繁に破損することの多い灯光
類に関しては、バルブ交換を容易なものにすると同時に、万が一レンズカバーが破損した
場合、そのレンズカバーのみを交換できるようになっている。 
 

3.2.2 主力ディーゼルエンジンの新規開発 
 前モデルのユーザーの不満がエンジンに集中していたことから、協働が本格的に稼動す
る以前から二社間で次期エンジンの検討作業が行なわれていた。トヨタでは、次期エンジ
ンに対し、以下の課題があると認識されていた。 
 
① 耐久性の確保－目標 100万キロ、平均 50万キロ壊れないエンジン 
② 大排気量化と馬力の確保 

 
 ②に関しては、前モデルではトヨタ製の 15B-F(4.100cc)が主力であったが、当時他社モ
デルは 4.200cc-4.300cc、更に 4.600ccへとより大排気量に移行していた。同排気量で大排
気量並みの馬力を得られる過給機付エンジン(15B-FTE)は存在したが、低い回転数でトル
クが得られる自然給気(NA)が市場の主流であったため、4.600cc 前後のエンジンを新たに
開発･搭載することになった。 

•高剛性キャブ(*EGISキャブ)
•運転席SRSエアバッグ(助手席はop)
•助手席シートベルト非着用警告灯

•ドアインパクトビーム

•プリテンショナー機構付シートベルト

•衝撃吸収ステアリング

(コラプシブルステアリング）

•ABS
•ブレーキアシスト

•大容量サーボブレーキ

•LSPV、オートアジャスタ

•フロントディスクブレーキ(2t/3t)
•ESスタート(坂道発進補助装置)
•非球面ドアミラー(前車比30%増)
•大型ヘッドランプ

•コーナリングランプ

•ワイパー払拭面積の拡大

　(前車比20%増)
•テールランプ/ターンシグナルランプ

位置の変更(見やすい位置に変更）

パッシブ・セーフティ

(受動的安全性)
アクティブ・セーフティ

(能動的安全性)

[図図図図3-4:日野・デュトロ、トヨタ・ダイナ日野・デュトロ、トヨタ・ダイナ日野・デュトロ、トヨタ・ダイナ日野・デュトロ、トヨタ・ダイナ/トヨエースの安全装備一覧トヨエースの安全装備一覧トヨエースの安全装備一覧トヨエースの安全装備一覧]
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 主力エンジンの各社の提案では、トヨタは既存の 15Bに改良を加えた 16Bを提案、日
野は既存の J05Cをベースに、エンジン長の短縮や 4バルブ化を行なった S05C/Dを提案
した(*20)。当初、トヨタ製の 16B を中心にエンジンラインナップを組む予定であったが、
途中で日野製の S05C/Dに変更された。 
また、S05C/Dの設計はベースとなった J05Cにも反映されており、前モデルに搭載さ

れていたものと比べるとコンパクトになり、架装性の向上に貢献している。 
従来モデルから引き継がれたエンジンは、トヨタ製の 4B(3.700cc)と 15B-FTE(4.100cc)

である。どちらも平成
10 年度排ガス規制に
適合させるため、電子
制御燃料噴射装置や触
媒の変更等が行われた。       
変速機のラインナップ
は前モデルと同じ電子
制御4速オートマチッ
ク及び 5/6速マニュア
ルトランスミッション
である。こちらも、エ
ンジンの高出力化にあ
わせて各種改良が加え
られ、搭載された(*21)。 

 

3.2.3 内外装の設計 
 物流のバックボーンを担い、長距離輸送や大口貨物の配送に利用される大型・中型トラ
ックと比べて、日中の短距離輸送や小口貨物の配送に利用される小型トラックは必然的に
人々の目に触れる機会が多くなる。これまでの無骨なトラックのイメージを払拭するため
には、街並みに溶け込む外観と乗用車と同等の内装を製品に与えることが不可欠と考えら
れた。 
 外装デザインのコンセプトは「シンプル&エモーショナル」と決められ、実用性を確保
しながら、次世代のトラックデザインへの提案、今後FMCする大型･中型とのイメージの
共通化を考慮したデザインとなった。なお、キャブバリエーション毎のデザイン差別化を
行わず、小型トラック全体のイメージの共通化を図った。 
 また、機能面では大型化したフロントガラス及びドアガラスによる視界の確保、ウイン
カー位置の変更による被視認性の向上、キャブシリーズの内外大物部品の共通化等が図ら

●

●

●

●

●

ト
ヨ
タ

日
野

●トヨタ3.660
100PS/3.500rpm
25kg-m/1.800rpm4B

●4.613
130PS/3.000rpm
34kg-m/1.600rpmS05C

●4.889
140PS/3.000rpm
36kg-m/1.600rpmS05D

●

日野自然

吸気

(NA)

5.307
150PS/2.900rpm
38kg-m/1.600rpmJ05C

●トヨタ
ターボ

過給
4.104

170PS/3.000rpm
43kg-m/1.600rpm

軽油

15B-
FTE

設定
開発

製造

吸気

形式

総排気
量(CC)

最大出力(上段)
最大トルク(下段)

使用

燃料

エンジン

形式

[図図図図3-5］デュトロ、ダイナ］デュトロ、ダイナ］デュトロ、ダイナ］デュトロ、ダイナ/トヨエースに設定されたエンジン展開トヨエースに設定されたエンジン展開トヨエースに設定されたエンジン展開トヨエースに設定されたエンジン展開(一部一部一部一部)

日野自動車/トヨタ自動車　HP　より抜粋
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れた。 
 内装デザインのコンセプトは「クリアー&スマートキャビン」である。「ドライバーが気
持ちよく働けるキャビン」という考えから、センタークラスターや内装材のフルトリム化、  
(ハンドルやシフトノブ等)ドライバーが頻繁に触れる部分の抗菌加工などトヨタの乗用車

技術がふんだん
に取り入れられ
た。その一方、
実用性の向上を
図る部分では、
日野のノウハウ
が取り入れられ
た。例を挙げる
と、ドライバー
ズポジションの
最適化、フロン
トピラー部の角
度変更による乗
降性の確保など
である。耐久性

に関しても、100万回開閉テストの結果によるドアヒンジ部の強化や擦切れに強いシート
生地への変更など、宅配便車両で鍛えられたトヨタの技術が生かされている(図 3-6)。 
  

3.3 3.3 3.3 3.3 二社間調整二社間調整二社間調整二社間調整    
 

3.3.1 生産拠点の再編成 
 製品開発と平行する形で、二社間では、この小型トラックをどちらの工場で生産するの
かについて検討作業が行われた。 
 これまでトヨタの小型トラックはトヨタ自動車の本社工場とトヨタ車体、岐阜車体工業
で生産され、日野にOEM供給されていた。本社工場はシャシーフレームにエンジンやサ
スペンション、タイヤの取り付けを行い、トヨタ車体ではその半完成状態の車体に他の構
成部品を取り付ける形で製造していた。また、生産台数がトヨタ車体の生産ラインのキャ
パシティを超えた場合、その超過分を岐阜車体に製造を委託していた。つまり、メインの
製造ラインは本社工場とトヨタ車体であり、岐阜車体はバッファーとして機能していたと

*トヨタ･ダイナ(旧型)　運転席周りと左ドア側面

*ダイハツ･デルタ(現行型)　左ドア側面

■Aピラー部の角度の見直し等により、

室内を広くとることに成功。同時に、ハンドル
位置及びシートポジションも改善
■デザインとの一体感を考慮しながら、ドア
ノブなど頻繁に利用する箇所を大型化
■直線基調のデザインでなく、曲面を多用し
たデザインとなっている
【エモーショナル&シンプルなデザイン】

■Aピラーの角度が急なため、ドライバーは身をかがめ

ないと、乗降しずらい。また、視界も狭い
■ハンドルの位置、シートの位置などに乗用車の思想が
根強く残っている。
■基本的に前モデルからのキャリーオーバーなので、
デザイン的に古く感じられる(直線基調のデザイン)

[図図図図3-6:キャブ部の新旧比較キャブ部の新旧比較キャブ部の新旧比較キャブ部の新旧比較 ]
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いえる。 
 しかし、この小型トラックの開発から日野が参加し、開発も日野が中心となって行うこ
とが決定されたため、これら生産拠点の再編が行われた(図 3-7)。その結果、一旦は日野で

全メーカー向けの車種
を生産することが決定
される。 
 日野は1967年以降、
自社の羽村工場におい
て「ハイラックス」を
始めとするトヨタ車の
委託生産を行っており、
これまで生産していた
トヨタの輸出向けピッ
クアップトラック
「T-100」の生産が米
国現地生産に切り替え
られたのを受け、既存
の2ラインのうち1つ

を小型トラック生産向けに改修し、最新鋭の生産設備を導入した。 
 
 その後トヨタから「自社でもこの小型トラックを製造したい」という意見があり、再度
生産拠点の検討をすることになった。トヨタの本社工場の生産ラインは 1937 年のトヨタ
自動車の創業時から使用されている生産ラインであり、これまでにも何度か改良がされて
きたとはいえ、他の工場の生産ラインと比べると見劣りするものであった。特に、小型ト
ラック向けに大幅に改修が加えられた羽村工場の生産ラインと比べると、従来ラインの生
産効率は良いとはいえなかった。 
 結局、万が一日野の生産ラインがストップした場合の保険として、また(総販売台数にお
ける)トヨタ向け車種の割合が大きいことから、従来ラインでの製造も並行して継続される
ことになった。しかし、生産ラインの設備レベル及び効率が異なっていることから、トヨ
タ側の生産車種の絞込みや小規模の改修では調整しきれなかった。互いの生産ラインで製
造することを考慮するため、構成部品の一部は再設計及び再検討を余儀なくされたが、最
終的にはどちらの生産ラインでも生産できるように、基本設計と生産設備の両面から調整
されている。 
 
 

[変更前変更前変更前変更前]
(生産拠点)
• トヨタ自動車・本社工場

• トヨタ車体

• 岐阜車体工業
[変更後]
(生産拠点)
• 日野自動車・羽村工場

• トヨタ自動車・本社工場

• トヨタ車体

(特装車)
• 岐阜車体工業

¾日野･デュトロ
¾トヨタ・ダイナ
　/トヨエース

¾ダイハツ・デルタ
(3メーカーの2t以上を
生産)

ダイナ/トヨエースの一部

車種のみで、他メーカーには
供給していない(2t未満含む)

生産量に応じて
生産を委託

トヨタ本社工場で
作られたシャーシを
完成させる役割

他工場で作られたシャーシに
用途に応じた架装を行なう

[図図図図3-7:生産拠点の変遷生産拠点の変遷生産拠点の変遷生産拠点の変遷]
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3.3.2 評価基準の調整 
 この製品において、「乗用車感覚のデザイン」と「普通トラック」の耐久性を両立させる
ためには、両社の小型トラックに対する考え方をできるだけ統一する必要があった。普通
トラックに比べ、車両サイズが小さい上に幅広いバリエーションが要求されることから、
その分野で経験のあるトヨタのノウハウを活かしながら、日野がこれまで普通トラック等
で蓄えたノウハウを結合する形で製品基準を統一していった。 
 
 しかし、必ずしもお互いがその基準に慣れているわけではなかった。 
 日野にとって、トヨタの乗用車設計基準を利用して小型トラックの設計を行うことは、
初体験であり、従来のトラックの設計基準以上に厳しいものであった。特に、狭いスペー
スに各種構成部品を押し込んで配置するノウハウは、配置スペースに余裕のある普通トラ
ックに慣れていた日野の設計陣にはきついものであった。そのため、プロダクトマネージ
ャーは、彼ら技術陣に他社の同系車種やそのデータを提示し、時にはトヨタの開発チーム
の協力を仰ぎながら、開発を進めなければならなかった。 
  
 もっとも 2社の製品基準がかけ離れていた箇所は、設計の後の試作車による技術評価の
段階で表面化した。 
例えば、操縦安定性が挙げられる。乗用車では、エンジンやギアボックス等の重量物が
低い位置に置かれ、ドライバーの着座位置も低い。懸架方式もダブルウィッシュボーン式
やストラット式など路面追随性を重視した形式が選ばれる。そのため、乗用車の操縦安定
性は「ステアリングを切った分だけ」回り、ドライバーの意思にリニアに反応するセッテ
ィングがされることが多い 
一方、乗用車と比べてトラックは重量物が高い位置に置かれている。懸架方式も重量物
を積載することから、リーフ式やリジッド式など耐久性を重視した形式が選ばれる。ドラ
イバーの着座位置も高めであり、運転席から下を見下ろす形になることから、ドライバー
の運転姿勢は常にハンドルを押さえつける形になる。そのため、ステアリングの反応を意
図的に鈍くすることで、車体のロールを抑え、ドライバーの疲労を軽減する方向でセッテ
ィングされることが多い。 
トヨタは前者の「乗用車に近い」操縦安定性のセッティングを主張し、日野は後者の「従
来のトラックで幅広く使用されている」セッティングを主張した。両社で互いに検討を重
ねたものの、妥協点には至らず、最終的には日野が自社の方式を押し切る形で採用させて
いる。 
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第第第第 4444章章章章    事例分析事例分析事例分析事例分析    
 
 この章では、これまで述べてきたことを中心に、いくつかの視点から分析を行なう。 
ポイントとしては、以下の通りである。 
 
1. 高井(2001)の「戦略的方向の非対称性」から見た 2社の関係 
2. 共同製品開発体制の構築 
3. グループ内自動車メーカーにおけるそれぞれの役割「再定義」 
 

4.1 4.1 4.1 4.1 「戦略的方向の非対称性」から見た「戦略的方向の非対称性」から見た「戦略的方向の非対称性」から見た「戦略的方向の非対称性」から見た 2222社の関係社の関係社の関係社の関係    
 高井(2001)は、2社間協働がうまく働く条件として、「企業の最終的に向かう方向が違え
ば、例え、一方のパートナーが技術的にキャッチアップする分野がでてきても、関係は継
続する」と述べている。そこで、本論文の事例が、例え合弁企業でなくとも、その主張に
該当するのかを検証する。 
 
! 互いの主力製品及び対象市場の違い互いの主力製品及び対象市場の違い互いの主力製品及び対象市場の違い互いの主力製品及び対象市場の違い    
改めて両社主力製品及び製品ラインナップを比べると、一部の重複を除いて大きくかけ
離れていることがわかる(図 4-1)。 
トヨタは、小型大衆車から大型高級車まで様々な車体形状を持つ乗用車と、商用車(乗用
車ベース及びトラック)、小型バスと幅広い車種ラインナップを持っている「総合自動車メ
ーカー」である。また、主力製品は国内販売シェアの 40%以上を占めている乗用車であり、

一般には「乗用車メーカー」
として捉えられている。また、
販売店における主力製品も
(商用車より)利益の確保でき
る乗用車であり、対象として
いるユーザー層も一般消費者
である。 
 
日野は、ディーゼルエンジ
ン搭載車を中心に、小型から
大型までのトラック及びバス
に展開している「産業自動車

大型中型2t-4t2t未満1t以下大型中型小型

普通トラック小型トラック乗用車

トヨタ自動車

日野自動車
協働した
分野

[図図図図4-1:両社の製品ラインナップの違い両社の製品ラインナップの違い両社の製品ラインナップの違い両社の製品ラインナップの違い]

*2002年1月現在
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メーカー」である。主力製品は国内販売シェア 1 位である中型･大型の普通トラックであ
る。小型乗用車の自社開発及び生産からは 1966年 10月に撤退しており、一般では「商用
車メーカー」として捉えられている。販売店における主力製品は、トラックとバスのみで
あり、対象とするユーザー層も運送業者などの法人や官公庁に限られる。 
つまり、幅広いユーザーを対象とするトヨタに比べると、日野の対象ユーザー層と製品
ラインナップは前者より限定されていることが分かる。 
 また、互いの製品分野で重複しているのは、2t から 4t までの小型トラックと小型バス
である。この分野は互いに競合することになるが、相互に製品のOEM供給を行なってい
る(*22)。 
 
! 「小型トラック」に対する両社の「重要度」「小型トラック」に対する両社の「重要度」「小型トラック」に対する両社の「重要度」「小型トラック」に対する両社の「重要度」    
 主力製品が異なることで、当然同じ分野の製品であっても、それぞれのその製品に対す
る重要度は変わってくる。 
 トヨタにとって、この小型トラックの開発は、1995 年に打ち出した「国内販売シェア
40%以上確保」の一環として行なわれた。その為、同年 2月に FMCしているにも関わら
ず、20世紀内に(商品価値を大幅に引き上げた上で)再度FMCすることが要求された。 
 日野にとって、この小型トラックの開発は、小型トラック市場に(自社開発製品で)新規
参入するためであり、普通トラックやバスに続く第三の「利益の柱」として捉えられてい
た。また、数少ない製品ラインナップを充実させるためにはどうしても必要な製品でもあ
った。 
 トヨタの場合、例え小型トラックが売れなくとも、販売店及びメーカーは乗用車で利益
を確保することができるが、日野はそのトラックが売れなければ販売店もメーカーも立ち
行かなくなってしまう。 
 よって、この事例において、両社の小型トラックに期待する目的は異なっており、その
期待の度合いは日野の方が高かったと思われる。 
 
! 「小型トラック」に対する両社の技術的要求「小型トラック」に対する両社の技術的要求「小型トラック」に対する両社の技術的要求「小型トラック」に対する両社の技術的要求    
 両社の主力製品及び対象とするユーザー層が異なっていることは、同一製品であっても、
それぞれの設計に要求される基準に影響を及ぼすものと考えられる。 
 この事例においては、トヨタと日野の間で旧モデルに対する改善提案や新規同系車種へ
の技術的検討などが行われていたこともあり、小型トラックに対する考え方や要求基準は
協働開始前にある程度調整されていたと思われる。 
 しかし、検討会だけで二社間の技術志向や製品に対する要求基準が完全に統一されてい
るわけではない。(3.3.2)でも述べたが、一通りの製品設計及び試作車の技術評価段階で二
社の小型トラックに対する技術的要求が表面化し、対立している。 
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すなわち、乗用車中心のメーカーでは、要求する技術水準やセッティングは乗用車に近
いものになり、商用車専業メーカーでは、要求する技術水準及びセッティングは自社製品
に近いものになる傾向があるということが言える。 
 
! まとめ 
 以上のことから分かったことは、以下の通りである。 
 
① 互いの主力製品及び対象とするユーザー層(事業ドメイン)が異なる場合、同一の製品に
対する両社の要求も異なってくる。 

② 製品に対する各社の要求は、それぞれの主力製品及び得意としている製品の技術志向
が反映されることが多い。 

③ この二社間では、それぞれの事業ドメインは一部の重複箇所を除いて全く異なってお
り、二社間協働に不可欠であるとされている「戦略的方向の非対称性」が成立してい
たと考えられる。 

 
 図 4-2は、協働メーカー間で二社間の様々な違いについて、どのような相関関係を持っ
ているかについて示したものである。 
 

互いの主力
製品が

異なっている

同じ製品に
対する重要度
も異なる

同じ製品であっ
ても、要求され
る技術は異なる

対象となる
ユーザーや
市場も異なる

[図図図図4-2:それぞれの要素の相関関係それぞれの要素の相関関係それぞれの要素の相関関係それぞれの要素の相関関係]
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4.24.24.24.2共同製品開発体制の構築共同製品開発体制の構築共同製品開発体制の構築共同製品開発体制の構築    
    
 二社及び複数の企業間で共同製品開発を行うには、各社の製品開発プロセスをできる限
り統合した上で行う必要がある(石井、1997)。ここでは、この事例において、各プロセス
の段階でどのように調整され統合されたのかを分析する。 
 

4.2.1 プロジェクト始動前の段階 
 この二社間において、
共同製品開発前から両
社間でOEM供給や委
託生産が行われていた
ことに注目しなければ
ならない。 
 大半の企業間OEM
供給では、供給を受け
る側は自社の製品基準
に近いものにするため、
一部の機能部品や少々
のデザイン変更を求め
る場合がある。必ずし
も他社製品に自社の要

求が通るわけではないが、相手側の基準や技術が優れている場合、その基準に製品を合わ
せることで自社製品の改善にもつながることがある。  
この二社間の場合、OEM供給や技術的交換を通じて、互いの長所/短所や技術志向を学
ぶことができていた。 
また、日野が羽村工場でトヨタ車の受託生産を行っていることも無視できないポイント
である。トヨタは、自社製品を他社で生産させるために、「トヨタ生産方式」を含めた生産
ライン一式を羽村工場に据えつけ、トヨタの手法による車種生産を日野に学ばせ、実行さ
せていた。 
 
その他にも、1966年の業務提携後、日野の数百名の社員がトヨタに赴いた。その際、彼
らはトヨタの社員と同じ生産ラインに入るなどして「場」を共有し、そこから学んだ成果
を翌年の自社方針に反映させている(*24)。 

日
野
自
動
車

ト
ヨ
タ
自
動
車

•ピックアップトラック「ブリスカ」OEM供給
(1966-1967)
•小型トラック用4.1Lエンジン供給(W04C)
•　　　　“　　　　5.3Lエンジン供給(S05C)
•小型バス「リエッセ」OEM供給(1996-)
•中型3.5tトラック「レンジャーFB」OEM供給
(1995-1999)

!小型トラック「ダイナ」OEM供給(1978-1999)
!「ハイラックス」並び乗用車の生産委託(1966-)
!小型バス「コースター」OEM供給(1996-)

[図図図図4-3:二社間の交流－製品および生産二社間の交流－製品および生産二社間の交流－製品および生産二社間の交流－製品および生産]
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4.2.2 プロジェクト内での分業体制 

# 両社の基準の統一化両社の基準の統一化両社の基準の統一化両社の基準の統一化    
二社間共同開発を始めるにあたって、共同開発する製品に対する目標を 2社で決定する
前に、それぞれの企業文化や技術志向を理解しできるだけ調整を図る必要がある。特に、
2社で共同開発した製品をそれぞれのネットワークで製造・販売する場合、互いの希望を
開発の初期段階から製品に反映させることが望まれる(野中･竹内、1996)。 

トヨタの技術志向トヨタの技術志向トヨタの技術志向トヨタの技術志向トヨタの技術志向トヨタの技術志向トヨタの技術志向トヨタの技術志向
((トヨタ基準トヨタ基準トヨタ基準トヨタ基準トヨタ基準トヨタ基準トヨタ基準トヨタ基準))

日野の技術志向日野の技術志向日野の技術志向日野の技術志向日野の技術志向日野の技術志向日野の技術志向日野の技術志向
((日野基準日野基準日野基準日野基準日野基準日野基準日野基準日野基準))

両者の製品に
対する要求が
一致していた箇所
(2社の基準の中心)

企業内部で
調整し、一部
は日野基準
に合わせる

トヨタ基準の方が
優れていると思わ
れる箇所につい
ては、それを採用

[図図図図4-4:両社の技術基準の調整両社の技術基準の調整両社の技術基準の調整両社の技術基準の調整]
 

この事例においては、互いの製品ラインアップ及び市場が異なっていたため、2 社間の
調整は必須であった。二社共同で製品開発に乗り出す前にトヨタは自社で小型トラックの
開発を進めていたが、両社の要求を満たすためには再度検討する必要があり、トヨタの先
行試作車及び開発データを日野へ移管した。その後、互いの技術志向から共通していると
ころを中心に製品コンセプトに沿った基準を設定していった。互いの技術基準が離れてい
た箇所に関しては、できるだけ両社の要求を満たす形にしながら、プロジェクト全体の進
行を妨げることが無いように各社の組織内で調整されたと思われる。 
 
# 役割分担役割分担役割分担役割分担    
野中･竹内(1996)や高井(2001)らの事例のように、その製品開発が合弁などの別会社に移
管されていれば、それぞれの技術思想などによる調整は発生するものの、開発チームを 1
つに集約することが可能になる。 
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一方、乗用車のようにメーカー毎の「ブランド」を製品に打ち出すことが要求されるも
のでは、プラットフォームなどの構成部品をできるだけ共有し利用しながら、各メーカー
で開発を行う(延岡、1996)ため、それぞれのメーカーに(その共通の構成部品を利用して設
計を行う)製品開発チームが存在することになる。そのため、(2.1)でも触れたように、一部
ではお互い協力して開発を行うが、例えグループ企業内であっても、それぞれの重要な機
密に関しては共有しない構造が取られることが多い。 
しかし、この事例では「車名以外同一の製品を、両社のネットワークで製造･販売する」
ことになっていた。 
 96年の両社トップ会談において「両社が企画し、日野が中心となって設計･開発を行い、
トヨタはそれに対し開発初期段階からコミットする」ことが決定していた。言い換えれば、
日野は基本設計を担当し、トヨタはアドバイザーとして開発初期段階から参加する形をと。
った。日野は従来の自社基準にトヨタ基準を取り込み、その小型トラックの製品設計基準
を作り上げ、それに従いながら設計･開発を進めた。 
 ゆえに、この事例においては石井(1997)の事例のように「協働分野と非協働分野を明確
にする」ことは行われず、「日野が中心となって設計及び開発を行い、その成果や進捗状況
を逐一トヨタに報告する。ただし、企画段階では両社が参加して『その製品に対する技術
要求やバリエーションを決定する』ことと、日野にとって未知の分野にはトヨタが積極的
に関与する」形がとられたと考えられる。その点では、他産業の事例ではあるが、野中･
竹内(1996)の事例に近いと思われる。 
 

4.2.3 両社のノウハウの活用 

 同じトラックとはいえ、車両サイズもエンジンの排気量も異なる小型トラックの開発は、
日野にとっては初めての体験であった。従来小型トラックはトヨタからOEM供給を受けて
おり、ユーザーや販売店の要望などから、トヨタ製品に対する要求や不満点は理解してい
たものの、実際に開発する段階になると自社単独では困難であることが分かった。そのた
め、これまで小型トラックを開発してきたトヨタのノウハウを取り入れる必要があった。
また、トヨタもこれまで弱かった業務用の市場で地位を築くには普通トラックで定評のあ
る日野のノウハウを最大限取り込む必要があった(図4-5)。 
 
 トヨタから日野に移転されたノウハウとしては、「限られた場所にエンジン等の補器類を
配置するノウハウ」と「乗用車のインテリア/エクステリアの基準」である。 
一般に、普通トラック等の大型車は乗用車に比べるとサイズが大きく、エンジンや補記
類の配置に余裕があるため、乗用車と比べると設計が大雑把になりがちである(*25)。乗用
車に近いサイズの小型トラックでは、大型車の基準が通用しない箇所があるため、その部
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分ではトヨタのノウハ
ウを活用した。また、
「乗用車感覚のトラッ
ク」とするためには、
内外の「隙間基準」や
各種部品の品質基準を
トヨタの乗用車と同等
レベルまで引き上げる
必要があったが、これ
もトヨタのノウハウを
取り入れることで実現
できた。 
反対に、トヨタから
日野に移転されたノウ

ハウは、「トラックに求められる要件」である。トヨタの小型トラックが他社に対して劣っ
ていた点は「耐久性能の低さ」と「架装バリエーションの無さ」であった。この点は、日
野との共同製品開発によって解決することができた。 
 

4.3 4.3 4.3 4.3 グループ内における事業ドメインの再定義グループ内における事業ドメインの再定義グループ内における事業ドメインの再定義グループ内における事業ドメインの再定義    
    
 この事例の製品開発と並行して、トヨタと日野の関係の強化も行われたことにも注目す
る必要がある(図 5-1)。 
現時点(2002年 1月)において、日野はトヨタが株式の過半数を所有している完全子会社
であり、トヨタグループ内でトラック及びバスの開発･製造を主とする商用車専業メーカー
の役割が与えられている。 
そのため、この事例を二社間の重複を解消し、グループ内各メーカーの役割を再定義す
るための布石だったとする見方も可能である。 
 
 つまり、日野はトヨタと小型トラックを共同開発することで、これまで経験のない分野
での製品開発を行い、その開発から得られたデータを蓄積し、次回以降の同系製品の開発
を(トヨタグループの中核として)単独で行う。トヨタは、自社の製品開発部門を市場で強
みがある分野に集約させるため、小型トラックの開発を日野に移管し、将来的にはその分
野の製品を日野からのOEM供給に切り替えるということである。 
 または、トヨタは製品企画のみを行い、残りの設計や生産などをすべて日野に委託して

日
野
自
動
車

ト
ヨ
タ
自
動
車

[図図図図4-5:二社間の交流－技術及びノウハウ二社間の交流－技術及びノウハウ二社間の交流－技術及びノウハウ二社間の交流－技術及びノウハウ]

•乗用車や小型トラックで培った「狭いスペースに
補器類やエンジンを押し込む」技術
•乗用車に求められる「品質基準」

•業務用のトラックに要求される「耐久性基準」
•架装バリエーションの確保
(TECS基準からもっとも市場で普及している
基準へ)
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しまうという方法も考えられる。自社系列の車体組み立てメーカーを車種開発の段階から
参加させ、場合によっては車種開発及び生産の全てをそれらアセンブラーに全面的に委託
し、自社のブランドと製品名を付けて販売することは、様々な自動車メーカーで行われて
きた(Clark & Fujimoto、1991)。今後各メーカー間の業務提携やグループ化が進むにつれ、

グループ内の自動車メ
ーカーはそれぞれ独立
して製品開発を行う一
方、(提携関係及びグル
ープ内の)他メーカー
のアセンブラーとして
の機能を持つというこ
とも考えられる。延岡
(1996)は、「1車種のコ
ンポーネントを利用し
た派生車種の開発が、
自社のみならずグルー
プ間にある企業間で、
技術移転され同時並行

で行われる」と述べているが、いずれにせよ、本論文の事例で「グループにおける事業ド
メインの再定義」と「グループ内における各メーカーの役割分担」について定義すること
は困難である。 
 

 
 

いすゞ自動車との間でバス事業を互いに分離、それらを別会社に移
管することが決定

2002/1

トヨタ、第三者割当増資により日野株の取得率をトヨタ、第三者割当増資により日野株の取得率をトヨタ、第三者割当増資により日野株の取得率をトヨタ、第三者割当増資により日野株の取得率を50.1%にににに
日野はトヨタの完全子会社となる日野はトヨタの完全子会社となる日野はトヨタの完全子会社となる日野はトヨタの完全子会社となる

2001/5

トヨタ、日野株のトヨタ、日野株のトヨタ、日野株のトヨタ、日野株の33.6%と経営代表権を取得と経営代表権を取得と経営代表権を取得と経営代表権を取得2000/3

いすゞ自動車とバス事業統合に向けて協議を開始1999/12

日野自動車工業と日野自動車販売が合併(工販合併)
社名を「日野自動車」に変更

1999/10

共同開発車である「日野･デュトロ」「トヨタ･ダイナ共同開発車である「日野･デュトロ」「トヨタ･ダイナ共同開発車である「日野･デュトロ」「トヨタ･ダイナ共同開発車である「日野･デュトロ」「トヨタ･ダイナ/トヨエース」、トヨエース」、トヨエース」、トヨエース」、OEM
供給車の「ダイハツ･デルタ」販売開始供給車の「ダイハツ･デルタ」販売開始供給車の「ダイハツ･デルタ」販売開始供給車の「ダイハツ･デルタ」販売開始

1999/6

トヨタ、日野への出資比率をトヨタ、日野への出資比率をトヨタ、日野への出資比率をトヨタ、日野への出資比率を5%からからからから20%へ引上げへ引上げへ引上げへ引上げ

日野の業績はトヨタの連結決算に反映日野の業績はトヨタの連結決算に反映日野の業績はトヨタの連結決算に反映日野の業績はトヨタの連結決算に反映
1997/10

出来事年代

[図図図図4-8: トヨタと日野の関係強化、日野の事業見直しトヨタと日野の関係強化、日野の事業見直しトヨタと日野の関係強化、日野の事業見直しトヨタと日野の関係強化、日野の事業見直し]
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第第第第 5555章章章章    結論結論結論結論    
  
 この章に至るまで、第 2章では既存文献のレビューから 2社間協働及び自動車の製品開
発プロセス、生産財と消費財の比較を行い、第 3章では事例について説明した。続く第 4
章では、第 3章で説明した事例の内容を中心に分析を行った。 
 その結果、以下のことがわかった。 
 
I. この事例の成功要因 
II. 今後の二社間協働に対する提言 
  
 本章では、以上のことについて述べることとする。 
 

5.1 5.1 5.1 5.1 この事例の成功要因この事例の成功要因この事例の成功要因この事例の成功要因    
  
 この事例が成功した理由は、以下の条件が整っていたことであるといえる。 
 
①①①①    両社の主力製品及びユーザー両社の主力製品及びユーザー両社の主力製品及びユーザー両社の主力製品及びユーザー層、事業ドメインが異なっていたこと層、事業ドメインが異なっていたこと層、事業ドメインが異なっていたこと層、事業ドメインが異なっていたこと    
    (4.1)で述べたが、トヨタの主力製品は乗用車であり、中心となるユーザー層も一般消費
者である。一方、日野の主力製品はトラック及びバスであり、中心となるユーザーも法人
や官公庁である。それぞれの事業ドメインは、前者が乗用車に代表される「消費財」であ
り、後者はトラック･バスに代表される「生産財」である。 
 また、トヨタは日野の主力製品である普通トラックの自社開発及び製造からは撤退して
おり、日野もトヨタの主力製品である乗用車の自社開発及び製造か 40 年近く前に撤退し
ている。 
 つまり、重複分野である小型トラックの協働では、他社への技術及びノウハウの流出に
よる自社の長期的技術優位性の低下を(両社とも)恐れる必要がなかったと考えられる。 
 
②②②②    共同製品開発を行う前から、両社間で様々な交流が存在していたこと共同製品開発を行う前から、両社間で様々な交流が存在していたこと共同製品開発を行う前から、両社間で様々な交流が存在していたこと共同製品開発を行う前から、両社間で様々な交流が存在していたこと    
    共同製品開発を開始する前に、両社間でそれぞれの製品の相互OEM供給やトヨタから
日野への委託生産が行われていた。それらを通じて、両社の生産技術及び品質管理の基準
はかなり近いものになっていたと思われる。 
 もし、このような交流が存在せず、一から同業他社と共同製品開発を行うとすれば、そ
の期間の大半は互いの製品開発プロセス及び品質管理、組織間調整に費やされることにな
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る。その結果、製品の開発は遅れ、市場に製品を投入するまでのリードタイムが一社単独
の場合と比べて長くなってしまうおそれがある。 
    
③③③③    両社の製品開発体制が一元化され、その中で互いの優れた技術が共有されたこと両社の製品開発体制が一元化され、その中で互いの優れた技術が共有されたこと両社の製品開発体制が一元化され、その中で互いの優れた技術が共有されたこと両社の製品開発体制が一元化され、その中で互いの優れた技術が共有されたこと    
 二社間協働において、製品開発体制及びそのプロセスが別々に存在し、行動することは
は、結果として製品リードタイムを長期化させてしまうおそれがある。そのため、製品開
発体制及びそのプロセスは 1つに集約することが望ましい。この事例においては、開発拠
点と開発プロセスの進行が日野に集約され、トヨタがアドバイザー的にコミットする形を
とったことで、製品リードタイムの短縮及びその製品に両社の要求をできるかぎり詰め込
むことが可能となった。 
 

5.2 5.2 5.2 5.2 今後の二社間協働に対する提言今後の二社間協働に対する提言今後の二社間協働に対する提言今後の二社間協働に対する提言    
    
 企業間協働に関して、この分析から得られる一般的命題を記述し、今後の 2社間協働に
対する提言を行い、本論文の結論とする。 
 
 第一に、「互いの企業の事業ドメインが異なっている方が、「互いの企業の事業ドメインが異なっている方が、「互いの企業の事業ドメインが異なっている方が、「互いの企業の事業ドメインが異なっている方が、2222社間協働及び共同製品気社間協働及び共同製品気社間協働及び共同製品気社間協働及び共同製品気
開発を行いやすい」開発を行いやすい」開発を行いやすい」開発を行いやすい」ということである。その理由として、「市場及び主力製品が近似して
いる企業間の協働は、後々二社間でコンフリクトを生む」ことがあり、これは高井(2001)
などによって指摘されている。また、このケースのように、グループ内における、互いの
市場及び主力製品が異なる場合の二社間の協働は、それぞれの優れたノウハウが相互に移
転され、二社だけでなくグループ全体の技術及び製品のレベルアップにもつながるからで
ある。 
 
 第二に、「二社間協働は、短期的な成果の獲得だけではなく、長期的なパートナーシッ「二社間協働は、短期的な成果の獲得だけではなく、長期的なパートナーシッ「二社間協働は、短期的な成果の獲得だけではなく、長期的なパートナーシッ「二社間協働は、短期的な成果の獲得だけではなく、長期的なパートナーシッ
プにもとづいた二社間の関係が必要である」プにもとづいた二社間の関係が必要である」プにもとづいた二社間の関係が必要である」プにもとづいた二社間の関係が必要である」ということである。これは合弁事業に限った
ことでなく、グループ内のメーカー間の関係にも言えることである。その長期的な関係を
築く方法として、製品の相互OEM供給や技術提携、生産委託などが有効と考えられる。 
 
 最後に、「二社間協働によるメリットを互いに享受するには、その協働に対する両社の「二社間協働によるメリットを互いに享受するには、その協働に対する両社の「二社間協働によるメリットを互いに享受するには、その協働に対する両社の「二社間協働によるメリットを互いに享受するには、その協働に対する両社の
明確な目的が不可欠である」明確な目的が不可欠である」明確な目的が不可欠である」明確な目的が不可欠である」ということである。この事例においては、当時のトヨタは「市
場競争力を持った新製品の投入による国内販売シェアの 40%以上を確保する」ことを宣言
し、その一環として市場におけるシェアが低かった小型トラックについても早期に FMC
することを決定した。また、日野も自社の要求を満たしている小型トラックを製品ライン
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ナップに加えたいと考えていたことから、それぞれの利害が一致し、トヨタと日野は共同
で小型トラック開発に取り組むこととなった。もし、自社の協働に対する目的があいまい
なものである場合、明確な目的を持っている他方の主導により製品開発が進められ、他方
の(製品に対する)要求が自社の要求より多く製品開発に反映され、最終的に一社単独での
製品開発及びそのプロセスと変わらなくなり、他方がメリットを享受できても、自社は製
品開発のリスクだけを背負わされる可能性がある。 
  
 なお、以上のことはこの事例から導かれた結論及び提言であり、今後、他の事例研究を
加え一般化していくことが必要である。 
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原注原注原注原注    
 
1. 1984 年にトヨタと GM の二社合弁により設立。正式名称は”New United Motor 

Manufacturing Inc.”。小型乗用車「トヨタ･カローラ」「GM･プリズム(カローラのOEM
車)」、ピックアップトラックなどの生産を行っている。 

2. 「ミニ」ブランドを除いた乗用車部門を英フェニックスグループに売却。4WD専業メ
ーカーであるランドローバー社を米フォードに売却。 

3. この方式の特徴として、設計開発部門の権限が最も強く、階層的な機能部門間の関係
が存在しており、設計開発部門の決定事項に従って生産準備が進められる。もし設計
変更によって生産準備に新たなタスクが生じた場合、他の部門の終了時期も延期され
ることになり、結果として計画より生産開始が遅れる可能性が高くなる(石井、1997)。 

4. 「日本型ラグビースタイル」(野中･竹内、1996)、「サイマルテニアス･エンジニアリン
グ」と呼ばれることもある。 

5. 設計開発段階で決定されたデザイン及び構成が、他の部門の都合により変更される場
合がある。自動車の場合、設計開発段階では奇抜なデザイン及び構成であったものが、
最終的に平凡なデザイン及び構成に変更されてしまうケースがその好例である。 

6. 大半の「日本メーカーと欧米メーカーの協働」では、日本側の製品開発プロセス及び
生産方式、日本メーカー側の系列サプライヤーが用いられることが多い。 

7. グループ内で開発されたプラットフォーム及び各種部品も、コスト削減を図るには有
効な手段となりえる。また、既存製品のセッティングを変更して用いる場合、そのベ
ースとなる部品及びプラットフォームの開発に対してコミットすることは、後の設計
変更の手間を少なくすることに貢献する 

8. 「文化的寿命」とは、「機械的にまったく不具合が無いにも関わらず、廃車になる。形
が古くなったというだけで捨てられる」場合の寿命を指す。一方、「機械的寿命」とは、
「既に修理ができない、もしくは補修部品の供給がなく、その製品が天寿を全うする」
場合の寿命を指す(広田、1999) 

9. 一般的な日本車では、オイルやバッテリー、タイヤといった消耗品を除いて、普通保
証として(新車登録から)3年又は 60.000kmの全面保証が与えられている。エンジンや
トランスミッション等の駆動系部品は、特別保証として(新車登録から)5 年又は
100.000kmの部分保証が与えられている。 

10. 他にも、近畿日本ツーリストや松下電器産業が参加している。詳細はホームページ
(http://www.willshop.com) にてご確認下さい。 

11. 北欧地域でのボルボ及びスカニアの両社合わせた市場シェアが50%を越えることから、
EU 独占禁止法に該当し、EU 委員会は両社の合併を認可しなかった。現在、独 VW
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がスカニア株の 33.6%を所有しており、筆頭株主となっている 
12. 荷物トン数ベースでは、1982年以降 90%以上のシェアを維持している(陸運統計要覧･
平成 12年度版より) 

13. “リアエンジン･リアドライブ”の略称。近年このエンジン配置及び駆動レイアウトを採
用している車種は「ポルシェ･911」くらいしか存在していないが、1950年当時では一
般的なエンジン配置及び駆動レイアウトであった。 

14. 「道路運送車両の保安基準」により、大型車と中型車は重量で分けられ、中型車と小
型車はその寸法と積載量により区分される。小型トラックと区分される車種は「全長
が 4.7mを超えない」「全幅が 1.7m以内」「全高 2m以下」を満たし(小型乗用車の「5
ナンバーサイズと同じ」)、「最大積載量が 2tを超えないもの」を指す。一般には、最
大積載量を含んだ車両重量が 4t未満の車種を、「小型トラック」と呼ぶことが多い 

15. ワーキングビークルスNo.12 トヨタ自動車･萱場文彦氏インタビューより(p.10-11) 
16. (2.4.2)を参照。通常、商用車のFMCサイクルは 10-12年である。 
17. 一般に、個人で経営している商店等の中小規模の法人で利用されることを指す 
18. “Global Outstanding Assessment”の略称。「世界トップレベルの安全評価」を目指し
たトヨタの衝突安全基準の名称。1996年 1月にFMCした小型乗用車「スターレット」
に初採用され、以降FMC及びマイナーチェンジした車種にも設定を拡大した。 

19. “Collaborate Active and Passive Safety”の略称。アクティブ･セーフティ(能動的安全
性)とパッシブ･セーフティ(受動的安全性)を組み合わせた、日野の全方位的安全性に対
する思想の名称。 

20. 当初、旧型のW系(4.100cc)を排気量アップした上で 4バルブ化して提案する予定であ
ったが、今後の排気量アップ及び排ガス浄化に対するキャパシティが少なかった。新
規開発も考慮されたが、最終的には市場実績のある J05C をベースに改良を加える方
向で落ちついた。 

21. ギア歯面積の増大、ミッションシンクロ及びクラッチの容量アップ、ベアリングの大
型化、ミッションオイルの強制潤滑機構装置の追加などが挙げられる 

22. トヨタから日野へは、小型バス「トヨタ･コースター」がOEM供給され、「日野･リエ
ッセⅡ」として日野系列で販売されている。反対に、日野からトヨタへは「日野･リエ
ッセ」がOEM供給されており、「トヨタ･コースターR」として販売されている。 

23. 日野自動車工業･創立 50年史より(pp.35) 
24. JMAGAZINE 2000年 9月号、日野自動車･幡中一浩氏インタビューより(p.13-14) 
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